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はじめに
自動運転車対応指数（Autonomous Vehicle Readiness Index：以降、AVRI）
とは、世界30の国と地域の自動運転車に対する準備状況を測定するための
ツールです。これは、さまざまな情報源から抽出した28種類の個別の指標を
1つのスコアにまとめた複合指数です。使用されている結果、手法、情報源の
詳細については付録を参照してください。

AVRIは主に、輸送やインフラを担当する公的機関に向けたものです。また、
道路輸送に関連する、または道路輸送を利用するその他の公的機関および
民間組織にとっても興味深いものになると考えられます。

本レポートで使用される「自動運転車」（Autonomous Vehicle：以降、AV）
という用語は、自動車の内部と外部（デジタルネットワークや道路インフラ
など）の両方に利用される技術を指します。また、人の介入なく従来の車で
できることすべてを実行できる車両についても、AVという用語を使用してい
ます。これは、車両が完全に自動運転し運転者は乗客となる、いわゆる「自動
運転レベル5」に相当するものです。

AVという用語と自動運転車という用語は同じ意味で使用されますが、本
レポートでは自動運転のバスやトラックも対象としています。さらにAI（人工
知能）、EV（電気自動車）、Lidar（光検出と測距テクノロジー）、IoT（モノの
インターネット）などの略語を使用します。

現地通貨の米ドル換算額は、2020年6月初旬時点の為替レートに基づくもの
です。
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Richard Threlfallは、インフラと輸送に関する経済的および
社会的な利益を世界中で提唱しています。英国土木学会の
フェローであると同時に、世界経済フォーラムではインフラ
部門のグローバル未来委員会メンバーであり、そして英国産業
連盟インフラ委員会のメンバーも務めています。

KPMGのGlobal Head of Infrastructureとして、計画、戦略、
調達、財政、建設から資産管理、運用、投資に至るまでの
インフラライフサイクルのあらゆる段階に係る関係者に助言を
提供し、多様性に富んだグローバルネットワークを統括して
います。その活動の中で、Richardはさまざまな意見を持つ
人材を集め、あらゆる地域のすべての人々がより良い未来を
実現するためのインフラ改善について、経験の共有と理解
向上のために自由に参加できるようにすることを目指してい
ます。

私たちが2018年に初めて自動運転車対応指数を発表した当時、自動運転技術への関心は極めて高く、幅広い反響を呼びました。
それは頻繁にメディアに取り上げられていたことからもわかります。しかしその後、熱狂は急速に冷め、今や専門家以外は過剰に
マスコミが煽っていただけで、自動運転革命が起きるのは何十年も先であろうと考え得る状況となっています。

しかし実際には、自動運転技術開発は成熟期に入りつつあり、実用に当たっての各種課題の解決に向かっている段階です。した
がって、自動運転技術への移行の可能性は、依然として極めて高いと言えます。

このAVRI第3版のために収集されたデータ、およびKPMGのグローバルネットワークにおける各専門家の見解によると、AVが我々
の社会で安全かつ効率的に機能するために必要な作業、研究（規則の抜本的見直しや大規模なテスト走行など）は飛躍的に進んで
います。さらに公共交通、そして鉱業や物流など公共交通へのアクセスがある程度限られた環境でも、AVの実用化が見られるよう
になってきており、各国政府および自治体は、導入に向けて明確な道筋を見出しつつあります。

今回の調査には、新たに5つの国と地域（ベルギー、チリ、デンマーク、イタリア、台湾）を加えました。さらに、通信技術のような
AV導入の鍵を握る要素に対する認知向上が反映されるように、各国を評価するための測定値も一部刷新しています。指標については、
これまでの2回のレポートと同様、「政策と法律」、「テクノロジーとイノベーション」、「インフラストラクチャー」、「消費者の受容性」と
いう4つの領域でまとめています。

地方自治体が輸送を管轄する国と地域もあるため、今回のレポートでは、自治体レベルで革新的な取組みを進めている注目すべき
5つの都市（北京、デトロイト、ヘルシンキ、ピッツバーグ、ソウル）についても特集しています。

2020年のAVRIでは、シンガポールがオランダと順位を入れ替えて総合1位となりました。シンガポールは2019年初頭からAVのテスト、
開発、普及を推進するため、道路網の10分の1をテスト走行のために開放するなど、重要な施策を多数実施してきました。また、
その他の上位各国同様、シンガポールは公共交通およびEVの利用促進、さらに調査研究業務の経済発展への結び付けなど、さま
ざまな目標にAVを取り込んでいます。

過去2版のレポート同様、多くの国別スコアは僅差であり、多くの国と地域にさらなる飛躍の可能性が示されています。具体的には、
2019年版の25ヵ国のうち、今回17ヵ国がスコアを伸ばしました。本レポートでは、各国政府が互いの状況から学び、進歩できる
ような建設的な分析結果を提供するため、長所の評価、課題、提言について紹介します。

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響で一部のAV実験が延期になっていますが、本技術が発展すれば、配送ネットワーク
の維持から、小型のオンデマンドミニバスの利用による、より柔軟で混雑の少ない公共交通手段の実現に至るまで、どれほどの社会
貢献が可能になるでしょうか。

近い将来AV革命が起き、世界中の道路があらゆる人々にとってより安全で使いやすいものとなり、社会、経済発展をもたらすものと
信じています。

序文
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概要：AV革命の実現
今回発行した2020年版AVRIを見ると、昨年1年間、各国がAV
革命を実現する上で必要となる重要な政策決定および投資決定
に取り組んできたことがわかります。アプローチにはいくつか違い
がありますが、KPMGが初版のAVRIで提言したように、各国と
地域は相互に学び合い、テクノロジーを開発している自動車会社
やテクノロジー企業とも協力し合っています。

主要な成功要因には、安全性、プライバシー、デジタルインフラ
ストラクチャー、輸送システムへの影響、国境を越えた移動が
挙げられます。それぞれの要因について順を追って考察していき
ます。

安全性

世界保健機関（WHO）によると、世界の交通事故による死者は
年間135万人、負傷者は5,000万人に上り、このうち約95%は
ヒューマンエラーによるものです。AVはこのような犠牲者を大幅
に減少させることができます。2020年2月、ストックホルムでの
路上安全に関する閣僚級会議において、参加者たちは「先進の

車両安全性技術があらゆる自動車用安全装置の中で最も有効で
ある」ことを認め、2030年までに販売されるすべての車両に安全
性技術を搭載するよう各国に求めました1。

AVは人が運転するよりはるかに安全ですが、各国の政府は当然
のことながら、AVテクノロジーがより安全になるように努めてい
ます。前述の閣僚級会議においてスウェーデン政府は、1997年
に採用した「ビジョンゼロ」アプローチについて強調しました。
これは、路上事故による死者や後遺症が残るような被害をなくす
という目標を設定したものです2。
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2019年3月、スウェーデンの自動車メーカー Volvoの最高経営
責任者であるHakan Samuelsson氏は、不完全なAVを急いで
市場に投入しようとする自動車メーカーを明確に批判し、「私たち
には責任があり、ビジネスに参入するすべての人にも責任があり
ます。私たちがこの責任を放棄すれば、自動車の歴史上最大の
救世主になる可能性があるテクノロジーを死なせてしまうことに
なるからです」と述べました3。

スウェーデンの安全志向アプローチは確実に他のほとんどの行政
機関によって追随されるでしょう。2019年にAVによって歩行者
が亡くなるという悲劇的な事故が米国のアリゾナ州フェニックス
で起こりましたが、それに対する激しい抗議は、テクノロジーに
よって引き起こされる事故に対して社会が極めて不寛容である
ことを示しています。行政府もそのような事実に配慮して政策を
決めることになるでしょう。一方で、AVの安全基準を高く設定し
すぎるとAVの導入が遅れ、その結果、ヒューマンエラーによって
さらに多くの人々が死傷するという結果を招くリスクもあります。

プライバシー

AVは、データのプライバシーについてある種のジレンマを抱えて
います。公的機関がコネクテッドカーに期待することとして、交通
量最適化が挙げられます。つまり、特定地域においてすべての
車両の位置と目的地がわかれば、ITS（高度道路交通システム）が
すべての車両の速度と経路を設定し、移動時間と渋滞レベルを
最小化することができます。しかし、この実現には車両の追跡と
個人情報の共有が必要になり、その手法は現在多くの文化圏に
おいて社会的に受け入れられるものではないとみなされています。
企業も同様の理由で、関与に慎重になるかもしれません。

道路利用者のプライバシーをどこまで保護するかについて、現状
では国によって大きく異なります。欧州連合はEU一般データ保護
規則（GDPR）の下、厳しいプライバシー基準を定めています。

近年、米国ではカリフォルニアなどの一部の州でプライバシー

保護を厳格化しているものの、連邦レベルではプライバシー保護
基準は比較的緩やかです。中国などの一部の国では中央主権的
なアプローチにより、プライバシーが比較的軽視されています4。

以上のことから、AVやその他のコネクテッドカーが取得し送信
するデータは、国によって大幅にばらつきがあることがわかります。
データ保護に対する規則が厳格な国々の場合、車両は送信する
データを匿名化、最小化する必要があります。一方それ以外の
国や地域では、AVは常に位置を行政機関に通知するように求め
られます。今後大多数の国で、道路を最も効率的に利用できる
ように、何らかの形でコネクテッドカーからのデータ収集が進ん
でいくとKPMGは予測しています。

デジタルインフラストラクチャー

センサーネットワーク、発進や停止をAVに通知できるスマート
信号機などの路上装置、高品質デジタルマッピングなどといった
AVのためのデジタルインフラに、国や地域がどの程度注力すべき
かに関しては、さまざまな意見があります。

自動運転のレベル4は、特定の条件下でのみ自動運転が可能に
なるというものですが、このレベルのAVは「ジオフェンス」、つま

り十分なデジタルインフラを持つエリアでの使用に制限されます。

Fordの最高経営責任者Jim Hackett氏は、2019年4月、「AV時代
の到来時期を早めに予想しすぎていた」と認めた上で、2021年に
同社初のAVを実用化することに変わりはないものの、「課題が
複雑で、弊社がジオフェンスと呼ぶ限定された地域での限定
された用途になる」と述べました5。また、このレベルのAVが正常
に動作するために、センサー、路上装置、詳細なマッピングが
必要であれば、その普及や利用はそのようなインフラに投資が
可能な場所に限定されます。

安全性の観点から、レベル5のAVは外部インフラに依存すべき
ではありませんが、安全性に配慮すると効率性が犠牲になる可能
性が高くなります。たとえば、AVは人間よりも安全性に配慮して
運転するため、走行速度が低下し渋滞が引き起こされることに
なる、と多くの研究が示唆しています。デジタルインフラは、車
両対インフラ（V2I）通信を可能にすることから、この問題を解
決する可能性があります。V2Iシステムでは、集中交通管理システ
ムを使用して、車両がすべてのユーザーの便益のためにどのよう
に動作すれば良いかを調整することにより、地域の高速道路の利
用を最適化します。
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これは、異なるAV運行シナリオがあることを暗示しています。
つまり、郊外などの道路容量に余裕があるエリアでは、AVは自分
自身のシステムにもっと依存すれば良く、都市内部や都市間の
主要高速道路などの道路容量に制限があるエリアでは、行政が
デジタルインフラに投資し、AVがそのシステムと連動するよう
求めることがより重要になります。

輸送システムへの影響

米国のテクノロジー企業によるAV開発が注目を集めていますが、
これらの企業は無人の自家用車およびタクシーサービスに注力
しています。これが本格的に普及すれば、結果として、路上の 
車両数の増加が考えられます。一方で、多くの国と地域では、
公共交通システムの利便性と普及を向上させる目的でAVを使用
しています。たとえば、チリ、デンマーク、フィンランド、ノルウェー
の低速AVミニバスの試験運行および定期運行などです。スペ
インでは現在、カナリア諸島などの環境への配慮が必要な地域
のツーリズムのためにこのような車両を試験運行しており、オー
ストラリアではリタイアメントビレッジで使用されています。

このような公共交通への取組みは徐々に拡大しており、シンガ

ポール、スペイン、英国の事業者は、通常サイズのAV走行バスの
運用テストを行っています。これが実現すると、バスドライバー
の必要性が低下します。台湾の台北市運輸局は、ドライバー不足
を解消するために夜間にAVバスの公道試験を開始することを
計画しており、シンガポールでは、2022年からのAVバス導入
計画に基づいて、バスドライバーに対して安全管理者としての
訓練をあらためて行っています。AVにより労働コストが削減され
ると、遠隔地域でのサービス価格を抑えられる上、大都市での
公共交通の質も向上します。

また、COVID-19のパンデミックによりAVの普及拡大が予想
されます。COVID-19はユーザーに公共車両の利用意欲を低下
させましたが、定期的に除菌・清掃された公営AVミニバスは、
民間のライドヘイリングサービスの車両よりも優れた選択肢に
なる可能性があります。他の産業でも、自動化への需要と利用
機会が増えており、まだ限定的ではあるもののAVが利用され
始めています6。たとえばヘルスケア提供者のMayo Clinicとフロ
リダのジャクソンビル交通局は、4台のAVを使用して、検体を
ドライブスルー方式の採取場所から研究所に運ぶため、無人の
独立したルートでAVを運行させています7。

国境を越えた移動

それぞれの国と地域では、AV用のデジタルインフラをどの程度
配備しているかに違いがあるものの、インフラを使用するすべて
の車両でそれが確実に動作するよう保証する必要があります。
これはつまり、AVが他国でも（最低限同じ大陸内で）動作できる
ようにする国際標準が必要であることを示しています。欧州連合
内では2022年以降、先進運転支援システム（ADAS）を搭載する
すべての車両で、衝突被害軽減ブレーキや車線逸脱防止支援
など、一部の基本的な自動化機能を搭載することが義務付けられ
ます。同様の国際標準にV2Iが含まれることも必然的と言えます。

同じことは保険にも当てはまります。英国のAVとEVに関する法案
（Automated and Electric Vehicles Act）など、一部の国では
すでに法律によりAVに関連する責任を明確化しています。ただし
このような車両の場合、無人で国境を越えて移動できることから、
法律的アプローチにおいて複数の国の間である程度の一貫性を
持つことが有効になります。

COVID-19によるパンデミックや気候変動の問題が示している
ように、国際社会は必ずしも協調するわけではありません。
しかし、国や地域によってAVで実現したいことに大きな違いが
あるとしても、一貫したアプローチをとることによってそれぞれが
恩恵を受けられるような分野は数多く存在するのです。
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2019年2月
2019年4月

2019年6月
2019年8月蔡総統が台南にAV用

として初となる閉鎖型
テストコース、台湾
CAR（智駕測試）實
驗室を設立9

フィンランドのエス
ポー市が、同地域の
企業Sensible 4と、
日本の小売企業であ
る良品計画が共同設
計した全天候型AV
バスGachaの公共運
行を開始11

既存車両へ実装可能
なAVテクノロジーの
実証実験を実施した
シリコンバレーのベン
チャー企業Drive.aiを
Appleが買収13

2019年10月
2019年12月

2020年2月
2020年4月

2020年6月

英国の官民出資のAV
テスト組織Zenzicが
AVのサイバーセキュ
リティに関する研究
のためのファンディ
ングコンペティション
を開催15

シンガポール政府が
道路全体の10分の1
をAVテストのために
開放し、バスドライ
バー 100人に対して
安全管理者としての
再訓練を開始17

Waymoがオックス
フォード大学のコン
ピュータサイエンス
学部から派生したマ
シンラーニング開発
企業Latent Logicを
買収19

スペイン政府がEV充
電ステーションの増
加とAV対応に関する
新しい交通法を発表。
ただし詳細の発表は、
COVID-19危機の影
響で遅れている21

日本の改正道路運送
車両法が発効。AVの
法的な認識、点検体
制、許可制度などが
規定されている23

ド イ ツ の 自 動 車
メーカー B M Wと
Mercedes-Benzが、
約1,200人が携わる、
レベル4 AVテクノロ
ジーの共同開発のた
めの提携を留保25

2019年1月
2019年3月

2019年5月
2019年7月

2019年9月
2019年11月

2020年1月
2020年3月

2020年5月

ラスベガスのコン
シューマーエレクトロ
ニクス ショーで、
Daimler Trucksが自
動アシスト機能を搭
載した北米で最初の
トラックFreightliner 
Cascadiaを発表8

オーストリアが高速
道路の1車線内を走
行中にドライバーが
ハンドルから手を離
すこと、および車両
から降りた状態で自
動駐車システムを作
動させることを許可10

スウェーデンのAVベ
ンチャー企業Einride
が開発した電気AVト
ラックが、ヨンショー
ピングにある倉庫と
ターミナルの間で初
めて公道を走行12

ニューサウスウェール
ズ州コフスハーバーに
あるリタイアメントビ
レッジの住民が、オ
ンデマンドAVミニバ
スサービスBusBotに
アクセスできるように
なり、スマートフォン
を使用したバスの呼び
出しが可能になった14

上海が中国で初めて、
自動車メーカーの
SAICやBMW、ライ
ドヘイリング企業の
Didi Chuxingに対し
て公道でのAVテスト
走行を許可。これに
よりAVのテスト走行
が容易になった16

ロシアのテクノロジー
企業Yandexが、都市
での地域配送を行う
ための小型AVロボッ
トYandex Roversの
公道におけるテスト
走行の開始を発表18

General Motorsの
Cruise AV部門が物
理的な走行制御を持
たない、6人乗りのラ
イドシェアリング専用
AVのOriginを発表20

米国のライドヘイリン
グ企業Uberが同社の
車両がアリゾナ州で
人身事故を起こして
以来、2年ぶりに本拠
地サンフランシスコで
AVのテストを再開22

米国のテクノロジー
企業Intelが同社のイ
スラエルベースのAV
ユニットMobileyeを
支援するために、都
市モビリティアプリを
提供するイスラエル
のベンチャー企業
Moovitを約9億米ドル
で買収24
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P.  12

―前回1位のオランダと入れ替わり、シンガ
ポールが初めてAVRIで1位となりました。シン
ガポールは「政策と法律」と「消費者の受容性」
の両方でトップになっています。

―シンガポールは、同国西部のすべての公道で
実験走行を行えるようAVテストの範囲を拡大
し、同時に2022年からAVバスを3つの地域
で走行させることを計画しています。

―充電ステーションの数は、2030年までに
1,600基から28,000基まで増える予定で、EV
購入のインセンティブもあります。また、ガソ
リン税の減収を補うためにEVの利用税を段階
的に導入する予定です。動力源のほとんどが
電気になるため、このような動きは、AVの
実装を実現する上で不可欠です。

P.  13 P.  14シンガポール オランダ ノルウェー

1位 2位 3位

―オランダは、「インフラストラクチャー」で
トップを維持しています。また、「EV充電
ステーションの密度」でもトップで、「道路の
質」ではシンガポールに次いで2位となって
います。

―多くの実証実験が広範囲で行われているため、
人口の81%がAVテストサイトのすぐ近くに
住んでいます。また、2019年7月のトラック
隊列走行テストでは、車両の常時接続に問題
が見つかりました。

― 2019年、オランダは新たに国内の60ヵ所に
おいて、ステータスを無線でAVに送信する
交通信号など、スマート道路装置の利用を
拡大しました。

―ノルウェーは、2019年にAVの利用を拡大した
ことから、現在オスロ市では複数のバス路線
がAV走行になっており、無人車両の速度制限
も16km/hから20km/hにまで緩和されてい
ます。

―ノルウェーでは、内燃車両や燃料に対する
課税水準が高く、またEVに対する補助金も
あることから、バッテリーまたはプラグイン
ハイブリッドの乗用車が選ばれています。

―同国では、極端な天候下でもAVのテストを
行っています。たとえば北極圏にある雪に
覆われたスヴァールバル諸島で、AVトラック、
車両、バスの実証実験を実施しています。

エグゼクティブサマリー
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2020年版AVRIは、30の国と地域を対象に評価しました。一部の国が前回より順位を下げているのは、新しく5つの国と地域が追加されているためです。AVRIでは28項目
の指標を使用しており、それを「政策と法律」、「テクノロジーとイノベーション」、「インフラストラクチャー」、「消費者の受容性」の4つの領域にまとめています。この指標に
組み入れられた変数のうち4項目は、KPMGインターナショナルとESI ThoughtLabによるもの、その他の24項目は、KPMGとその他の組織による既存調査を利用して
います。詳細は付録を参照してください。
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P.  15

―米国は、「テクノロジーとイノベーション」領域でイスラエルに次いで2位と
なっています。420のAV企業が米国に本社を置いており、これはこの調査で
追跡した企業の44%に当たります。

― AppleやGoogleのWaymoといった米国のテクノロジー企業や、General 
MotorsやFordなどの自動車メーカーが、AV開発を牽引しています。GMの
Cruise部門はライドシェア専用AVのOriginを発表しています。

―デトロイトやピッツバーグなどの都市は、AVを導入し推進するための革新的な
取組みに着手しています（どちらも「注目の都市」の節を参照）。

P.  16米国 フィンランド

4位 5位

―フィンランドは、「政策と法律」領域の「AV規制」および「異議申立てにおける法制度
の効率性」において、最高の評価を得ています。また道路網全体がAV試験に開放
されています。

―ヘルシンキ（「注目の都市」の節を参照）および隣接するエスポーは、どちらも公共
AVバスサービスを展開しており、エスポーの場合、同地域の企業Sensible 4が設計
した全天候型車両を使用しています。

―フィンランドは「消費者の受容性」領域の「デジタルスキル」でもリードしており、
多数の有能なエンジニアの存在がこれを牽引しています。彼らの多くは、Nokiaの
レガシーを受け継いでおり、卓越した経験を持っています。また、ライドヘイリング
サービスも最大限活用されています。

その他の注目点

―  今回のAVRIでは、韓国が6つ順位を上げて7位になっており、
すべての国の中で最も順位を上げた国となっています。政府は
2019年10月に、AVに関する国家戦略を発表しており、交通
死亡事故を4分の3減らすことを目標に掲げています。

―  英国は、AVRIに新しく追加された「サイバーセキュリティ」
指標で1位となっており、AVテスト組織Zenzicがこの分野で
7つのプロジェクトに投資しています。

―  イスラエルは「テクノロジー」領域でトップを維持しています。
人口当たりの「AV技術会社の本社」および「AV関連企業の
産業投資」の領域でもリードしています。

AVRIの新規参入地域

―  デンマークは今回のAVRIに新しく加わった5つの国と地域の
中で最上位であり、総合10位となっています。すべての公道
でのAVテストが認められており、オールボー市では2020年
3月に最初のAVバスサービスが始動しています。

―  台湾は新規参入地域の中ではデンマークに次いで2番目（総合
13位）で、難しいとされる混合用途道路でのAVのテスト走行
に注力しています。台北ではドライバー不足に対処するために、
AVバスの夜間試験を開始することを計画しています。

―  ベルギーは21位に入っており、2019年5月にブリュッセル空港
でAVバスのデモンストレーション運行を初めて行っています。
これはフランドル地域の交通局De Lijnが運行したものです。

―  24位のイタリアは2018年にAVテストに対するルールと監視
機関を導入し、2019年にパルマとトリノでテストを開始しま
した。

―  チリは27位で、数年にわたり鉱業でAVを活用しています。
2020年1月、サンティアゴ中心部の公園で、南米初の公的
実証実験を開始しました。
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2018
2019

2020

順位上昇
順位後退
新規参入国／地域
順位の変化なし

オランダ
シンガポール

米国
スウェーデン

英国
ドイツ
カナダ

アラブ首長国連邦
ニュージーランド

韓国
日本

オーストリア
フランス

オーストラリア
スペイン
中国

ブラジル
ロシア
メキシコ
インド

シンガポール
オランダ
ノルウェー
米国
フィンランド
スウェーデン
韓国
アラブ首長国連邦
英国
デンマーク
日本
カナダ
台湾
ドイツ
オーストラリア
イスラエル
ニュージーランド
オーストリア
フランス
中国
ベルギー
スペイン
チェコ共和国
イタリア
ハンガリー
ロシア
チリ
メキシコ
インド
ブラジル

オランダ
シンガポール
ノルウェー
米国
スウェーデン
フィンランド
英国
ドイツ
アラブ首長国連邦
日本
ニュージーランド
カナダ
韓国
イスラエル
オーストラリア
オーストリア
フランス
スペイン
チェコ共和国
中国
ハンガリー
ロシア
メキシコ
インド
ブラジル

2018年から
2020年までの
AVRIランキングの比較
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オランダ

日本
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シンガポールは「政策と法律」でトップになっていますが、これはAV
の利用促進に関する取組みを反映したものです。

2019年1月、政府はAVに対するTR68国家標準草案を発表し、あわ
せて自発的なAIガバナンスフレームワークも策定しました。後者に
ついては、使用事例やどのようにすればAIが一定の結果を生み出す
かについての検討を取り入れ、2020年1月に更新されました26。

ほとんどの国や地域では、AVテストサイトは閉鎖型か、比較的狭い
エリアに制限される傾向にありますが、シンガポールでは2019年
10月にテストエリアを拡大し、同国西部のすべての公道を対象に
しました。その距離は約1,000km（620マイル）に及び、国全体の
10分の1に相当します27。

また、2022年から3つの新しい町にAVバスを導入する計画の一環
として、バスドライバー100人をAVバス安全管理者として再訓練して
います。2019年3月、Volvoとシンガポールの南洋理工大学は、この
エリア内で運行する全長12メートルのAV電気バス事業を始めました。
これらはシンガポールの優れた道路インフラによって支えられており、
世界経済フォーラムの「Global Competiveness Report」でも世界
最高と評価されています。

シンガポールの2020年2月の予算では、AVテストベッドに600万
シンガポールドル（430万米ドル）が割り当てられました。同国は、
2040年までに内燃機関車両をすべて廃止することを目標としており、
EV充電ステーションの数を2030年までに1,600基から28,000基
まで増やすと宣言しています。EVの初期導入インセンティブ計画が
2023年12月まで実施されますが、これはこのような車両の購入費用

を平均11%補助するものです28。この予算案では、EVの年間道路 
税を低減させていますが、同国は完全EVに対し年間約700シンガ
ポールドル（500米ドル）の利用税の段階的な導入に踏み切りました。
さらに今後はガソリン税の減収を補うために距離に基づく利用税の
導入が始まります29。「シンガポールは、EVの予算問題への対応と
いう点で時代を先取りしています」と、KPMGシンガポール／インド
ネシアのHead of Infrastructure, Government and Healthcareを
務めるSatya Ramamurthyは述べています。

2020年3月、韓国の自動車メーカーHyundaiが、2022年にシンガ
ポールにグローバルイノベーションセンターを設立すると発表し、
中国の電気自動車企業DesayもAV研究のための最初の海外研究
開発センターを設立しました。一方で、英国の家電メーカーDyson
はシンガポールにEVの工場を開設する計画を中止しました。

Ramamurthyは、同国は市場規模が小さいために車両製造を誘致
することが難しくなっていますが、それと同時に、新しいテクノロ
ジーに対する人々の受容性などは同国の大きな強みになっていると
述べています。このことは「消費者の受容性」領域でシンガポールが
トップであることからもうかがえます。また、シンガポールの陸上
輸送マスタープラン（2040年までに同国内の移動の90%を45分
以内に完了させること、いわゆる「45分都市」を目指した計画）に
AVを組み込むと考えられています30。「個人のAV所有が最優先事項
でないことはシンガポールの「カーライフ」政策に合致するものです。
AVの普及と発達は、人の移動を中心にするのではなく、貨物輸送
と公共交通を第一に進められることになります。」

出典：世界経済フォーラム「Global Competiveness Report」（2019年）

  AVの普及と発達は、人の移動を中心にするのでは
なく、貨物輸送と公共交通を第一に進められること
になります。

Satya Ramamurthy
Partner、Head of Infrastructure, Government and Healthcare

KPMGシンガポール／インドネシア
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  AVを日常生活で動作させるためには、ぎりぎりのところ
までを想定する「エッジケース」を解決するための時間が
必要であり、そのために自動運転ソリューションをすぐに
公道に出すことが難しくなっています。

Stijn de Groen
Lead for Mobility 2030

KPMGオランダ
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過去2版のAVRIで1位となっていたオランダは、総合2位となりまし
たが、今でも多くの強みを維持しています。中でも「政策と法律」
領域の成績は高レベルで、「AV規制」で最高スコアを獲得した上位
4ヵ国のうちの1つであり、「政府が出資するAV実証実験」でも高い
評価を得ています。一連の実証実験が広範で行われているため、
人口の81%がAVテストサイトのすぐ近くに住んでおり、この数値は
シンガポールに次いで2位となっています。

オランダは、2018年にAVの法的フレームワークを含む重大発表を
行いましたが、昨年、AV導入に関連する問題が発生したため、
これに対処することがAV普及を成功させる上で不可欠となってい
ます。たとえば、2019年にかけて行われたトラック隊列走行テスト
で車両の常時接続機能に問題が見つかりました。また、政府がAV
をテストし運転免許を与えようとする試みもうまくいっていません。

「AVは現時点で極めて洗練されたものになっていますが、日常生活
で動作させるためには、ぎりぎりのところまでを想定する「エッジ
ケース」を解決するための時間が必要であり、そのために自動運転
ソリューションをすぐに公道に出すことが難しくなっています」と、
KPMGオランダのLead for Mobility 2030を務めるStijn de Groen
は述べています。現時点でAVソリューションの恩恵を受けたいので
あれば、限られたエリアで車両を使用するか、専用道路または専用
車線について検討する必要があります。ただし、人口密集地にこれ
らを導入することは難しくなります。

オランダは、「インフラストラクチャー」領域で首位を保っており、
「EV充電ステーションの密度」も1,000人当たり3基とトップです。
また、「テクノロジーとイノベーション」領域の「電気自動車の市場
シェア」については、ノルウェーに次いで2位で、新車の15%がバッ
テリー式またはハイブリッド車になっています。ほとんどのAVが電気
動作のためEVに関する指標もAVRIに含まれていますが、これは、
EVのためのインフラがない国はAVを導入することが非常に困難で
あることを示しています。良好な道路環境もAVの導入には不可欠な
要素であり、「道路の質」ではオランダはシンガポールに次いで2位
となっています。

個々のAVインフラについて見ていくと、オランダは2019年に新たに
国内60ヵ所において、ステータスを無線でAVに送信し発進や停止
のタイミングを自動車に知らせる交通信号など、スマート道路装置
の利用を拡大しました。他方、オランダでは依然として、さまざま
な周波数の5Gネットワーキングを大規模に実装する必要があります。

オランダはEUの窒素汚染に関する制限を超えており、そのために
政府は2020年3月に道路の制限速度を引き下げることになりました31。
道路通行料の徴収や、汚染、炭素排出低減のためのEVへの移行で
あっても、ドライバーに使用する車両を変えるよう促す動きは、AV
普及を推進させる可能性があります。

出典： 国際エネルギー機関「Global EV Outlook」（2019年） 
人口に換算して調整済み。
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ノルウェーはEVの普及が世界トップレベルであることからもわかる
ように、新しい輸送テクノロジーに寛容である上、電気AVの先駆者
でもあり、AVRIでは3位を維持しています。2019年に導入された
乗用車の56%がバッテリー式またはプラグインハイブリッド車で、
オランダの15%をはるかに超えています。これは内燃車両と燃料に
課される税金が高く、またEVに対する補助金もあるためで、その
結果、EVの新車の税引後価格は化石燃料車よりもはるかに安くなって
います32。

ノルウェーはEV充電ステーション数が1,000人当たり2.4基となって
おり、僅差でオランダに次いで2位です。また、「ブロードバンド」
および「4G通信エリア」に優れており、「最新技術の利用可能性」に
ついてもフィンランドに次いで2位となっています。

ノルウェーは2019年にAVの利用を拡大し、一部をテスト段階から
実用段階へ移行させました。オスロの3つのバス路線が現在無人
走行になっており、比較的交通量の少ない道では日常的に運行して
います。また同様にコングスベルでも、鉄道駅から同市のテクノ
ロジーセンターまでバスが運行しています。関係団体はリスク分析
を通じて、路上でのAVの速度を16km/hから20km/h（10mi/hから
12mi/h）にまで引き上げられると結論付け、さらに、都市交通に
近い25km/h（16mi/h）まで引き上げることを検討しています。政府
はまた、AVに対して年齢やその他の制限を設けることなく、誰でも
平等に利用できるという法律を整備しました。

KPMGノルウェーのHead of Mobility and Transportを務めるStåle 
Hagenは、AVバスサービスはノルウェー人にとって身近な存在に
なりつつあると言います。「彼らはAVバスについて疑念を持ってい
ません。それが普通で日常だと考えているのです。」

同国では極端な天候下でもAVのテストを行っており、北極圏にある
雪に覆われたスヴァールバル諸島で、AVトラック、車両、バスの
実証実験を実施しています。オスロ空港では除雪や除氷にAVを
使用し、またノルウェー北部では鉱山と車両基地を結ぶためにAV
トラックを使用する実証実験も行われました。

ノルウェーではその他の種類の自動運転設備も導入しています。AV
ボートでは世界をリードし、人のバックアップはあるものの、フィヨ
ルドを巡る複数の近距離フェリー航路が大幅にAV化されています。
ノルウェー近海で貨物を輸送する目的でも、同様のボートが導入
されています33。建設作業においては、多くの自治体がEV装置の
使用を義務化または要請しています。

Hagenは、ノルウェーにはすでに優れたマッピングデータがある
ものの、似たような交通条件や交通事故を網羅した路上のリアル
タイムデータを開発する必要があると言います。「私たちには、AV
に対する共通の財源と共通の国家プログラムが必要です。それに
より標準化が可能になり、AVの実用化に向かってさらに踏み出せ
ます。」

出典：EV-Volumes.com（2019年）

  ノルウェー人はAVバスについて疑念を持っていま
せん。それが普通で日常だと考えているのです。

Ståle Hagen
Head of Mobility and Transport

KPMGノルウェー
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米国は、AVRIの「テクノロジーとイノベーション」領域でイスラエル
に次いで2位となっています。この指標評価は人口に基づいています
が、この調査で追跡した企業の44％に当たる420のAV企業が本社
を米国に置いています。「産業提携」については上位5ヵ国中最も
高い順位になっています。

米国のテクノロジー企業や有名自動車メーカーは、世界のAV開発を
牽引しています。2019年6月、Appleは、既存車両へ取り付け可能
なAVテクノロジーについてテキサスの固定ルートで実証実験を行った
シリコンバレーのベンチャー企業Drive.aiを買収しました34。その後
同社は、2020年3月に外部の投資家から22億5千万米ドルの資金
を集め、その財務責任者は同社が最終的に独立企業になることを
示唆しました35。同月、ライドヘイリングの大手Uberが、同社の
車両がアリゾナ州で人身事故を起こして以来2年ぶりに、本拠地
サンフランシスコでAVのテストを再開しました36。

米国の自動車メーカーもAV開発に継続的に取り組んでいます。
2020年1月、General MotorsのCruise部門が、ライドシェアリング
のための専用AVのOriginを発表しています。この車両は走行制御
機能を搭載しておらず、向かい合わせ（前方の乗員が後方を向く）で
6人が乗車できる広さを持っています37。Fordは2017年にフロリダ、
ミシガン、カリフォルニア、テキサスの各州の公道で走行テストを

行ってきた米国のベンチャー企業Argo AIに10億米ドルを投資し、
その後2019年7月に、ドイツの自動車メーカー Volkswagenが、
同社にさらに26億米ドルを投資したことを発表しました38。

しかしながらFordは他の企業と同じように、AVが広く使用される
ようになる時期については慎重な見方を示しています。Fordの最高
経営責任者Jim Hackett氏は、2019年4月、「AV時代の到来時期を
早めに予想しすぎていた」と認めた上で、2021年に同社初のAVを
実用化することに変わりはないものの、「課題が複雑で、弊社が
ジオフェンスと呼ぶ限定された地域での限定された用途になる」と
述べました39。また、このレベルのAVが正常に動作するために、
センサー、路上装置、詳細なマッピングが必要であれば、その普及、
利用はそのようなインフラに投資が可能な場所に限定されます。

他の国々は道路インフラを刷新し、公共交通でAVを使用することに
引き続き取り組んでいますが、米国ではインフラへの取組みは比較
的遅れており、自家用車やタクシーに注力しています。AV導入に
対する行政府の取組みは州や都市レベルに集中しており、後者の
有力な例としてデトロイトとピッツバーグが挙げられます（「注目の
都市」の節を参照）。州や都市による取組みはより迅速で、地域の
環境に合わせられる一方、標準化の度合いは低くなる可能性があり
ます。

出典：Huawei「Global Connectivity Index」（2019年）
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フィンランドがAVRIで高い順位にあるのは、政府に対する評価が 
高いためです。フィンランド政府は世界経済フォーラムの企業経営
者に対する調査同様、「AV規制」および「異議申立てにおける法制
度の効率性」において最高の評価を得ています。フィンランド政府
はAVに対応できるようにするため、すでにさまざまな政策を行って
います。たとえば道路網全体を試験に開放し、また2020年6月
に発効する新しい道路交通法も可決しました。「法律的には、何年
も前に布石を打っていました」と、KPMGフィンランドのGlobal 
Strategy Group Managerを務めるHenk-Jan Kruitは述べています。
「フィンランドは「運転者」という用語の使用がAVの使用を阻害する
可能性があるという理由から、EU法を改正するようロビー活動
を行っています。」

地域の行政機関や政府は、環境への影響や自家用車の使用を減少
させるための手段としてAVを推進しており、その結果フィンランド
ではAVミニバスに注力することになりました。この計画の第1弾と
して、2015年にヘルシンキエリアの交通局HSLが、キビストの郊外
で試験を実施しました40。このような政策の多くは首都ヘルシンキ
に集中しています（「注目の都市」の節を参照）。

2019年4月、エスポー市（ヘルシンキと同様、フィンランド首都圏
の一部）は全天候型AVバスGachaの公共運行を開始しました41。
同年9月に、ケラにあるフィンランドの通信機器メーカー Nokiaの
敷地を含む場所で同社の5Gネットワークを使用した運行が始まり
ました。Kruitによるとエスポーは同市の地方選挙が行われる前の
2021年までに、AVシャトルバスを永続的な商業サービスとして運行
させることを計画しているということです42。

Gachaバスはエスポーに拠点を置くAVテクノロジー企業Sensible 4
が、日本の小売企業である良品計画と共同で設計したものです。

Sensible 4は2020年2月に、ヨーロッパとアジアの他の地域でも
事業を拡大するために700万米ドルの資金を調達しました43。Kruit
は、フィンランドではAVに対する強力な官民エコシステムが機能 
していますが、このエコシステムは毎年開催される「Slush」という
スタートアップ／テクノロジーイベントによって支えられていると言い
ます。このエコシステムには、有名企業やベンチャー企業、公共 
セクター組織、政府機関などが含まれています。積極的に活動
している団体として、Roadcloud、VTT、Maanmittauslaitos、
Vaisala、TMFG、Traficom、LVM Väylä、Business Finland、
Forum Virium Helsinkiなどが挙げられます。

フィンランドは5Gなどのテクノロジーを積極的に活用し、また多くの
優れた人材を確保しています。有能なエンジニアの多くが、多国籍
通信テクノロジー企業Nokiaでの素晴らしい知識や経験を活かして
活動しています。また、デジタルスキルやライドヘイリングサービス
の活用に関するAVRI指標で同国が世界トップになっていることから、
テクノロジーへの親和性があることもわかります。そしてフィンランド
には、AVの実装に関わるあらゆる種類の企業で構成された官民
エコシステムもあります44。

Kruitは、フィンランドは市場規模が小さいため、AV開発を牽引する
大手の自動車メーカーがいないと言います。ただしこれは、小規模
の企業が独自に開発を行う際の自由度が高いということにもなり
ます。また、「政府はすでに大きな仕事を行っています」と付け加えた
上で、政府は法規制とAV関連補助金の両面で、さらに戦略的に
展開していく必要があると述べています。

出典：Statista（2020年）

  フィンランドのAVについて、法律的には何年も前に
布石を打っていました。

Henk-Jan Kruit
Global Strategy Group Manager

KPMGフィンランド
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  私たちはテクノロジーのアーリーアダプターで、それ
が私たちの強みになっています。私たちは好奇心が
強いのです。

Christoffer Sellberg
Head of Automotive
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スウェーデンは隣国のフィンランドに次いで6位です。AVテストの
範囲を公道まで拡大し、最高速度は80km/h（50mi/h）までとして、
運転者がハンドルから手を離して走行することも認めました。Scania、
Volvo Cars、Volvo Trucksなどのトラックメーカーを含むスウェー
デンの企業が試験を継続しています。

同国のAVの活動は物流に焦点を当てています。2019年5月、Einride 
Pod（スウェーデンのAVベンチャー企業Einrideが開発したコック
ピットのない電気AVトラック）が、スウェーデン南部のヨンショー
ピングにあるドイツの物流グループDB Schenkerの施設において、
倉庫とターミナルの間の公道を走行しました45。翌月、Einride Pod
はストックホルムにあるドイツ系スーパーマーケットLidlの臨時支店
まで商品を配送しました。これは都市環境で初めての走行であり、
スウェーデンの通信企業Ericssonが提供する先進のモバイルネット
ワークが使用されています46。

KPMGスウェーデンのHead of Automotiveを務めるChristoffer 
Sellbergは、5Gモバイルネットワークの出現がAV普及の拡大を促進
するだろうと言います。さらに、スウェーデン政府は規制の整備、
公共交通試験を一段と加速する必要があるとも述べています。
「私たちは、規制が変更されていることは認識していますが、その
速さが十分だとは思いません。」　現状、どの政府機関にも2022年
までAVバスのテストを始める計画はありません。

スウェーデンは、KPMGの「2019 Change Readiness Index」の
「人々および社会の技術利用度合い指標」や「ICT利用とデジタル
スキル」で最高スコアを獲得しており、その結果「消費者の受容性」
領域で3位になっています。また「テクノロジーとイノベーション」領域
の「最新技術の利用可能性」や「イノベーションの能力」などでも
好成績を収めています。「私たちはテクノロジーのアーリーアダプター
で、それが私たちの強みになっています。私たちは好奇心が強いの
です」とSellbergは話し、さらにこのことがAVと人や社会との関わり
方の発展（市場でのAVの成熟にとって重要な要素であると考えられ
ている）に繋がると付け加えました。

一方で、AVに関わる組織間の交流による恩恵も大きいと考えてい
ます。「テクノロジープロバイダ、OEM（車両の委託者ブランド名
製造）、行政機関によるエコシステムが一体化するのをぜひ見て
みたいと思います。エコシステムの力は重要ですからね。」

出典：KPMG International「Change Readiness Index」（2019年）
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韓国は、前回より6つ順位を上げ、最も順位が上がった国となりま
した。「ブロードバンド」および「モバイル通信速度」が2020年版
AVRIで追加されたこともあり「インフラストラクチャー」領域の多くの
指標で向上し、4位から2位に上がっています。また、「4G通信エリア」
についても最高評価になっています。さらに、テスト地域の増大や、
ライドヘイリングサービス使用の増加、社会における技術利用度合い
と消費者のICT利用（この指標ではトップ）の両方における評価向上
などの結果、「消費者の受容性」領域でも9つ順位を上げました。

同国の熱意は、2019年10月に発表された「未来自動車国家ビジョン」
（EVおよび水素自動車を推進する政策）の一環としてAV開発に
対する国家戦略に反映されています。この政策を発表した文在寅
大統領は「私たちの目標は、2030年までに未来自動車で競争力 
トップになることです」と述べました。過去10年間で政府は2兆2千億
ウォン（18億3千万米ドル）の投資を行いましたが、この計画では
さらに韓国企業による60兆ウォン（490億米ドル）の投資が盛り込ま
れています47。同国は、2030年までに交通死亡事故の4分の3を
減らすと同時に、AVテクノロジーのリーダーになることを目標に
掲げています48。

AVに対する戦略の計画の一環として、政府は2024年までにこれを
支援するインフラを主要な道路に配備することを計画しています。
これには全長5,500km（3,400マイル）の高速道路、主要道路での
自動車と路上システム間のワイヤレス通信、詳細な3次元マッピング、
信号などの統合交通管制システム、法整備、セキュリティ強化など
が含まれます。韓国は2024年までに法律と機関を整備し、2030年
までに同国の全長110,000kmの道路に対してマッピング作業を完了
することを目指しています。この戦略では、2025年までに販売される
新車の9%をレベル3またはレベル4のAVにし、2030年までには

54%まで向上させ、そのうち12%がレベル4で稼動することを想定
しています。

KPMG韓国のPartnerでHead of Infrastructureを務めるHyo-Jin 
Kimは、この計画は政府と業界の双方から提供されたデータを基に
策定されたと言います。「2019年の未来自動車国家ビジョンでは、
政策決定プロセス、投資、インフラに対して個別にタイムラインを
提言しており、これによって安全性、環境、テクノロジーを含む主要
な課題に取り組めるようになっています。また、国の今後の方向性
も明確に示されています。」

この戦略との関連で、政府は自動車メーカーと部品メーカーがテクノ
ロジー企業などと協業できるようにするため、Future Car Industry 
Allianceを創設しました。韓国の自動車メーカーHyundaiはすでに
AVに深く関与しており、シンガポールでのイノベーションセンター
設立、ロシアのテクノロジー企業Yandexとの協業などの計画を発表
しています。また同社は、2019年9月にアイルランドのAVテクノロ
ジー専門会社Aptivとのジョイントベンチャーに16億米ドルの投資
を行いました49。

韓国の大手自動車メーカーは好調ですが、Kimによると、AV部品を
製造する小規模な企業に対し、政府は国内供給率を50%から80%
に上げるという計画を打ち出しており、彼らに対する財政支援をまも
なく始めようとしています。韓国はAI利用の促進という点では他国
に後れをとっているため、消費者がAVを新たな技術として受け入れ
始めるまでには、ある程度の時間と適切なマーケティングが必要と
なります。一方で韓国は4Gモバイルネットワーク通信エリアが優れ
ている上に、2019年には既存の4Gを補完する5Gサービスが始まる
という強みもあります。

  2019年の「未来自動車国家ビジョン」によって、
国の今後の方向性も明確に示されています。

Hyo-Jin Kim
Partner、Head of Infrastructure 

KPMG韓国

出典：Opensignal（2019年）
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KPMG in the Lower GulfのPartnerでGlobal Head of Infrastructure 
Financeを務めるRavi Suriは、UAEのスマートテクノロジー開発への
注力がAVの普及において大きな役割を果たしていると言います。
同国は2016年に始めた、2030年までに交通手段の25%をAVに
転換するという戦略を現在も継続しています。UAEはAI担当大臣
を指名した上で、国家プログラム（2019年4月にカンファレンスを
実施）を始動し、その年の前半には500人の学生に対するインターン
シッププログラムを設立しました50。

UAEは総合順位を1つ上げており、「インフラストラクチャー」および
「消費者の受容性」の両方の領域で4位を獲得し、「技術インフラの
変化への対応性」、「モバイル通信速度」、「個人の対応性」など

の個別の指標ではこれを上回る好成績を上げています。世界経済
フォーラムが調査した企業経営者の意見によると、UAEは、「変化
に対する政府の対応性」と「政府の将来の方向性」は、「消費者の
ICT利用」と同様2位で、「異議申立てにおける法制度の効率性」は
3位となっています。

「UAEはAVへの移行について確固たる意志を持っています」とSuri
は述べています。「AI、ブロックチェーン、5G、高品質の道路の維持
などに大きな関心を持ち、今現在、移行の途上にあります。」

右のグラフは、「技術インフラの変化への対応性」で高いスコアを
獲得した国々を示しており、UAEがその先頭に立っています。

  UAEは、AVへの移行について確固たる意志を
持っています。

Ravi Suri
Partner、Global Head of Infrastructure Finance

KPMG in the Lower Gulf

出典：KPMG International 「Change Readiness Index」（2019年）
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英国は前回より総合順位を2つ下げましたが、「政策と法律」領域
では2位を維持しており、この1年間、政府はこの領域において相当
な進歩を続けています。政府は2018年の「自動運転車および電気
自動車法」に基づき、AVに対する英国の規制フレームワークの3ヵ年
評価において、第2弾の諮問書を提出しました。これは、公共サー
ビス車両に対するAV規制について詳細に検討したもので、どのよう
にすれば無人のミニバスやタクシーでも乗客に対して安全性や清潔さ 
を維持できるかについても検討されています。さらに、英国政府は 
「Future of Transport Regulatory Review（輸送規制の将来に関する 
報告）」を支援するため、多岐にわたる協議会を最近立ち上げ、特に
柔軟なバスサービス、EVスクーターなどの超小型モビリティ車両、
MaaS（モビリティ・アズ・ア・サービス）などについての検討を開始
しました51。KPMG英国のDirector for Future Mobilityを務める
Ben Foulserは「英国は特定のイメージに限定せず、モビリティエコ
システム全体について、広範囲で包括的な検討を始めています」と
述べています。

英国の政府および産業界は、イングランド南東部と中央部にAVの
ためのテスト施設を6ヵ所建設するため、2億ポンド（2億5千万米
ドル）を投資しました。この施設はZenzic（旧Meridian）の「TestBed 
UK」という総称で知られています。2019年9月、Zenzicは2030年
までにコネクテッドAVを英国に普及させる上で必要になる500以上
のマイルストーンを記載した優れたレポートを発表しました。これが
活動の「基本綱領」になります52。このレポートには、AV計画には
社会的な成果が不可欠であること、また国民に受け入れられるため
には安全性が重要であり、同時にサイバーセキュリティが英国の 

大きな競争力になるということが記述されています。最後に、Zenzic
は120万ポンド（150万米ドル）を7つのサイバーセキュリティ関連
プロジェクトに投じ、2019年8月にコンテストを開始した後、その
知見をまとめたレポートを発表しました53。この分野における英国の
強みについては、サイバーセキュリティに関する新しい指標（世界
経済フォーラムによる）をリードする国としてこのAVRIでも認められ
ています。

Foulserは、英国のテクノロジー企業、大学、研究施設がAVの機能
強化に大きく貢献していると考えています。2019年12月、Alphabet
社傘下のAV企業Waymoが、オックスフォード大学のコンピュータ
サイエンス学部発のマシンラーニング開発企業Latent Logicを買収
しました54。また、スコットランドは車両センサーで使用可能な光を
利用したテクノロジーであるフォトニクスで特に強みを持っています。 
英国では数多くの試験が行われていますが、輸送事業会社の
Stagecoach、自動車メーカーのAlexander Dennis、テクノロジー
企業のFusion Processingが、全長11.5mのAVバスの公共運用
テストを近々行います55。

「英国には初期段階の取組みに適した非常に健全なエコシステムが
あり、多くの実証実験が行われています。しかしこのような業務の 
規模を拡大するためには通信インフラストラクチャーの品質、組織間 
の協業の推進などといった問題もあります」と、KPMG英国のPartner
でHead of Future Mobilityを務めるSarah Owen-Vandersluisは
述べています。

  英国には、初期段階の取組みに適した非常に健全
なエコシステムがあり、多くの実証実験が行われて
います。

Sarah Owen-Vandersluis
Partner、Head of Future Mobility

KPMG英国

出典：国際電気通信連合「Global Cybersecurity Index」（2018年）
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デンマークは、今回AVRIに新しく加わった5つの国と地域の中で
最上位となっています。同国は、世界で最もデジタル化が進んでいる
国の1つで、ほとんどの公共サービスはオンラインセルフサービスで
利用でき、消費者も新しいテクノロジーや輸送オプションの採用に
熱心です。道路の質も高く、充電ステーションへの投資も行われて
おり、政府も進んでプロジェクトに協同出資しています。

また、「テストエリアの居住人口」の割合が3位になっており、2017年
5月に道路交通法を改正したため、AVテストを国内のあらゆる公道
で行えるようになっています。ただし、申請手続きには時間を要し、
申請から運用開始まで1年かかります。申請には、事前に第三者の
セーフティアセッサーによる承認が必要ですが、セーフティアセッサー
の役割は明確に定義されていません。このような手続きは、スウェー
デンとノルウェーでは不要です。

申請プロセスは煩雑ではあるものの、2020年3月には2.1km（1.3 
マイル）の路線を走行するデンマーク初のAVバスサービスSmartBus
が、オールボーで運行を開始しました。この無料サービスでは11人
乗りの車両2台を運行していますが、開通後にCOVID-19に関する
規制によって無乗客の状態となっています56。また別のサービスでは、
新しく開発されたコペンハーゲンのノードヘブン地区を周回し、
鉄道駅、駐車場、地域施設を結ぶ路線が2020年3月に許可を受け、
2020年夏に運行を開始します57。

どちらのプロジェクトもAVの専門会社Holoが運営していますが、
同社はエストニア、フィンランド、ノルウェー、スウェーデンでも
同様の実証実験を行っています。この分野では数少ないデンマーク
企業の1つで、国内での自動車生産は行っていません。企業と政府
の間で協力が進められていることがデンマークの強みではあります
が、同国市場へのAV参入企業が他にないことが弱みでもあります。
さらに、車両支援システムに対する税率が高いことも問題であると、
KPMGデンマークのTransport and Mobility AdvisorであるMorten 
Reimerは言います。

また、デンマークはインフラの計画と設計に対する新しいアプローチ
を支えるAVに関する国家戦略とロードマップの策定によって、同国
の強みをより活かせるようになると述べています。AV利用の将来的
な計画、AVインフラのガイドラインと技術要件、AVプロジェクト
融資のための新方式、独立したユーザーグループの設立などの規定
がこれに含まれます。「私たちは、現在も実証実験を行っています
が、より広いエリアかつさらに大きな規模で行う必要があります」と
Reimerは付け加えます。「大規模なAVプロジェクトはさまざまな
ものに影響を与え、将来正しい計画と決定を行う上で必要なデータ 
も大量にもたらしてくれます。たとえばユーザーのニーズに関する
データや、AVを導入する際、モビリティエコシステムがどのように
変動するかに関するデータがこれにあたります。」

出典：Bloomberg Philanthropies and Aspen Institute（2020年）

  私たちは、現在も実証実験を行っていますが、より
広いエリアかつさらに大きな規模で行う必要があり
ます。

Morten Reimer
Transport and Mobility Advisor

KPMGデンマーク
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日本は、AVRIの「テクノロジーとイノベーション」領域で、前回5位
から3位に順位を上げており、「AV関連特許」は、絶対数および
人口に応じて調整した数どちらにおいても、調査対象国の中でトップ
です（指数の算出には後者の値が使用されています）。「政策と法律」
領域の成績は芳しくありませんが、2019年5月に制定された2つの
法律でこれに対応しています。改正道路運送車両法は2020年4月に
発効され、法律内でAVに言及し、点検体制、許可制度なども規定
しています58。改正道路交通法では、自動運転装置について定義
しており、AVを使用する運転者が携帯電話または自動車のナビゲー
ションシステムを使用することを認めています。ただし、問題が発生
した場合はすぐに手動操作で行えるようにすることを求めています。

2019年9月、警視庁は20km/h（12mi/h）の速度制限、サイバー
セキュリティ標準への適合、事故に備えた記録装置の設置などを
規定したAVテストに対する新しいルールを発表しました。しかし、
KPMGジャパンのPartnerで、KPMGモビリティ研究所所長とオート
セクターリーダーを務める小見門恵は、日本は事故の調査方法・
分析方法の規定や、責任の所在の明確化など、AVによる事故に
関する課題が山積みであると言います。

また、日本には高水準の運転マナーや道路整備など、AV導入に
おいて多くの利点があると付け加えます。道路については、AVRIに
おいて世界経済フォーラムによる「道路の質」指標で3位となってい
ます。また車両製造セクターも強力で、ホンダは自動運転レベル3に
対応するモデルを2020年に発表する予定になっており、Lidar、画像
認識、ダイナミックマッピングなどを専門とするテクノロジー企業も
あります。

同国は4Gモバイル通信エリアの点でも優れていますが、5Gの導入
については遅れており、韓国などに大きく後れをとっています。他の
課題として、日本の道路網の中にはトンネルや複数階層の高速道路、
非常に狭い都市道路が多いために、AVのナビゲーションが難しく
なることや、IoTテクノロジー、特にAIを専門とするエンジニアが
少ないという課題もあります。

小見門は、日本は法律や規制を変えることでさらにAVに対応できる
ようになり、エンジニアリング能力の増強も図ることができるとして、
レベル4以上のテストを行うための特区を公的機関と民間機関が
整備することを提唱しています。「私たちは2025年までに、あるいは
もっと早く、少なくとも特区ではレベル4の条件に適合できると考え
ています。」

  私たちは2025年までに、あるいはもっと早く、
レベル4の条件に適合できると考えています。

小見門 恵
Partner、Head of KPMG Mobility Research Japan、 

Head of Automotive
KPMGジャパン

出典：PatSeer（2019年）　人口に換算して調整済み。

© 2021 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



エグゼクティブ 
サマリー

序文 概要 マイルストーン 各国の状況 注目の都市 ユビキタスへの道 付録：結果と手法 連絡先

自動運転車対応指数2020   |   23

12 カナダ 9 13 13 13

各国の状況

政策と法律 テクノロジーと
イノベーション

インフラスト
ラクチャー

消費者の
受容性

カナダはこの調査において「政府が出資するAV実証実験」と「産業
提携」で最も高い評価を得ている国の1つで、重要な実証の多くが
協業で行われています。同国は五大湖自動車製造地帯を米国と共有
しており（デトロイトはオンタリオ州ウィンザー市の対岸）、この産業 
はカナダで125,000人以上の雇用を抱え、年間200万台の自動車を 
製造しています59。またさまざまな組織が、同州政府が支援する
オンタリオ州のAutonomous Vehicle Innovation Networkを通じて 
協業しており、2020年1月、同組織はカナダのAutomotive Parts 
Manufacturers Associationと協力して、AV、コネクティビティ、
電気、代替燃料における同国の技術を結集したコンセプトカー
Project Arrowを開発すると発表しました60。

この車両の研究および森林を含む地域での実走は主としてケベック
州で行われますが、両方の州がその運輸大臣にAVテストを承認する
権限を与えています。

カナダでのAVに関する研究の多くは、たとえば、2020年にCanadian 
Radio-television and Telecommunication Commissionが実施
した、コネクテッドカー（AVも含む）を可能にするための法制の検討 
と改正のための準備など、さらに大きい基礎プロジェクトに組み
込まれています。他にも、2019年5月に受賞者の発表が行われた
Infrastructure CanadaのSmart Cities Challengeなどがあります
が61、このコンクールでは、応募者の3分の1がコネクテッドカー

およびAVを扱っていました。モントリオール市はこのコンクールで
最高額の5,000万カナダドル（3,700万米ドル）の賞金を提供し、
公共交通や食料調達における改善のための同市の計画にAVの利用
を組み込んでいます62。

KPMGカナダでNational Transport LeaderとGlobal InfraTech Chair
を務めるColin Earpは、カナダはテクノロジーの知識の深さから
恩恵を受けていると言います。「カナダは世界をリードするAIのハブ
です。AI、ディシジョンテレマティクス、Lidarの各分野において、
世界のどの地域でも見られないほど優秀な人材が揃っています」と、
AVにとって鍵となるテクノロジーに言及しました。

別の強みとして、同国の車両部品製造セクターの規模と熟練した
技術、都市や郊外におけるさまざまなテスト環境、輸送規制や政策
の改革に対する行政の意欲などが挙げられます。そして3つ目の強み
の事例として、オンタリオ州のイニスフィル町で、ライドヘイリング
企業Uberを助成対象の公共交通事業者として活用したことが挙げ
られます63。

カナダは地理的に広くその統治機構も発達しているため、イニシア
チブには相当な関係者の管理と関与が必要になりますが、これは
しっかりした計画にも結び付きます。「カナダはこの分野で前進する
上で、あらゆる条件が揃っているのです」とEarpは述べています。

産業提携

上位の
国と地域

カナダ
中国
ドイツ
韓国
米国

出典：KPMG International（2020年）

  カナダは、世界をリードするAIのハブです。AI、ディ
シジョンテレマティクス、Lidarの各分野において、
世界のどの地域でも見られないほど、優秀な人材
が揃っています。

Colin Earp
National Transport Leader、Global InfraTech Chair

KPMGカナダ
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台湾は今回AVRIに新しく加わり、「政府が出資するAV実証実験」
の上位に入っています。2018年12月、台湾の立法院（議会）は
Unmanned Vehicles Technology Innovative Experimentation 
Actを通過させました64。これは、路上AVテストのフレームワークを
確立するもので、ドローン、自動運転ボート、その他のAVも対象に
なっており、車両への免許、公衆への通知、安全評価に対する規定
も含まれています。

この新しい法律に先立ち、2019年2月蔡英文総統は、台南に台湾
CAR Lab（AV路上テスト、コネクテッドV2V、インフラ設計のため
の施設）を設立しました65。この1.75ヘクタールのコンパクトな施設
では、台湾の多目的用途の低速都市道路を再現しています66。台湾
では2018年の時点で2,300万人が1,380万台のオートバイを使用
しており、これは自動車の2倍に相当します67。「私たちの運転環境
は多くのアジア太平洋地域の途上国と非常に似ていますが、規制は
他国より優れたものになっています」と、KPMG台湾のAdvisoryの
Managerを務めるRichard Hsuは述べています。「企業は台湾に来て
車両テストを行うことで、AV技術をそれぞれの国に適応させること
ができます。」

新しい法律を活用するための新しい試みもあります。たとえば、
2020年5月から1年間、Changhua Coastal Industrial Parkからの
観光ルートを周回するAVミニバスWinBusなどがあり、国有の電気
通信プロバイダCHTとマッピングプロバイダKingWayTekも関与
しています68。

台湾の地方政府は一般的に、交通渋滞を緩和すると同時に夜間の 
バスドライバー不足を補うために、AVを公共交通で使用する方法を 
模索しています。電気AVミニバスは2017年から使われており、台北 
にある国立台湾大学のキャンパス内で運行を開始しました69。2020年 
2月、Taipei Smart City Project Management Office（PMO）
および同市の交通局は、深夜0:30～2:30（月～金）に定期的に
運行するAVバスの夜間路上試験サービスの開始を決定しました。
PMOおよび交通局は、5月から専用バスレーンがある道路を延長
し、9月から乗客を入れての試験を行うために、別の台湾AVバス
R&DチームTuring Driveを協業相手として選びました。専用バス
レーン以外を通るときには、運転手が車両を操作します70。

台湾には、2017年に国立台湾大学でのテストを行いAVバスの導入 
に注力する7StarLakeや、台北における夜間バス試験に参加して
いるTuring Driveなど、地元のAV企業があります。また強力な車両 
部品製造セクターによる恩恵も受けており、自動車メーカーのTesla
はその製品を使用してLidar分野およびセンサーテクノロジー分野に
おいて有利な立場にあります。Hsuは、「この部品への特化が既存
の車両を自動運転に転換する上でも役立ち、低コストの選択肢は
途上国にとって魅力的なものとなる可能性がある」と言います。

政府が出資するAV実証実験

上位の
国と地域

カナダ
チェコ共和国
シンガポール
韓国
台湾

出典：KPMG International（2020年）

  企業は台湾に来て車両テストを行うことで、AV技術
をそれぞれの国に適応させることができます。

Richard Hsu
Manager、Advisory

KPMG台湾
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ドイツは前回のAVRI同様「テクノロジーとイノベーション」領域で4位
を維持し、「イノベーションの能力」ではトップ、「産業提携」でも
上位5ヵ国に入っています。また「AV関連特許」と「AV関連企業の
産業投資」ではどちらも3位です。

ドイツの強みは国際的に活躍する同国の自動車メーカーによるイノ
ベーションから明らかです。2019年1月、Daimler Trucksはラスベ
ガスのコンシューマーエレクトロニクスショーで、自動アシスト機能
を搭載した北米で最初のトラックFreightliner Cascadiaを発表しま
した。DaimlerはAVトラック部門に5億ユーロ（5億7,000万米ドル）を
投資する予定で、Daimler Trucksの最高経営責任者Martin Daum
氏は、10年以内に「高度自動運転」を実現するという目標を発表 
しました71。2019年9月、同社は米国のバージニア州で、完全AVで
あるFreightliner Cascadiaの公道でのテストを開始しました（ただし
安全確保のため運転者も乗務）72。2019年2月、BMWとDaimler
は高速道路と都市エリアの両方で機能するAVテクノロジーの開発
で提携すると発表し、Volkswagenの最高経営責任者もこの協業に
参加する可能性を示唆しました73。また、BMWが中国でのテスト
に関わり、チェコ共和国とハンガリーの両方のテストサイトもドイツ
のメーカーと関係しています。

一方で、総合順位を6つ下げていることからもわかるとおり、ドイツ
の成績は他の領域では相対的に低下しています。2019年12月、連邦
政府が開催した分野横断的なNational Platform Future of Mobility
が、自動運転の導入で必要になるアクション、特に免許、データ

交換、法制と消費者の受容性の分野に関する提案を発表しました。
昨年には公共交通事業者が、AVバスのテストの場を決められた 
エリアから公共道路へと移しました。これには、ベルリン、ハンブ 
ルグ、ライプツィヒでの運行も含まれ、また国有鉄道会社Deutsche 
Bahnも関わっています。ただし、彼らはそれぞれ異なるテクノロジー
を選択しており、ハンブルグのバス事業者は通信インフラを道路に
組み込んでいますが、ライプツィヒではこのテクノロジーをバスに
搭載しています。

KPMG LawドイツのPartnerを務めるMoritz Püstowによると、
このような違いはドイツのAV開発において典型的なものです。「自治
体レベルでさまざまな動きがありますが、ドイツ全体の戦略がいまだ
にありません」とPüstowは述べます。「議論は広範に及んでいます。
分野横断的な円卓会議も開催され、2015年以降、自動運転および
コネクテッド運転に対する連邦の戦略も存在しています。法律でも
2017年以降、レベル4AVの運転が許可されている上、連邦道路と
地方のレベルにおけるAVテストベッドが存在します。しかしながら、
成功するかどうかは11,000のドイツの自治体次第であるものの、
このレベルでの戦略や提携は不十分です。」

Püstowは、ドイツの人々は新しいテクノロジーに懐疑的であり、
他国ほどAVの普及に熱心ではないのかもしれないと言います。「その
上、自動車の運転は自由の表現でもあり、この考え方はおそらく
他の国よりも強いでしょう」と付け加えています。

出典：世界経済フォーラム「Global Competitiveness Index」（2019年）

  成功するかどうかは11,000のドイツの自治体次第
であるものの、このレベルでの戦略や提携は不十分
です。

Moritz Püstow
Partner

KPMG Lawドイツ
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オーストラリアは、「AV規制」において最高スコアを獲得した5ヵ国
の中の1つです。連邦政府はAVを利用できるようにするため、早い
段階で運転に関する法律の改正を行いました。これはNational 
Transport CommissionのAutomated Vehicle Programを通じて 
今も継続しています74。「この1～1年半の間、州レベルでは特にイン 
フラの点で、AV関連の活動が非常に活発になっています」と、KPMG
オーストラリアでTransport and InfrastructureのPartnerを務める
Praveen Thakurは述べています。たとえば、ビジネスケースにおける 
AVの潜在的な影響を検討したビクトリア州のNorth East Link Road 
プロジェクト75や、自動化を新興テクノロジーとみなしているクイーン
ズランド州のMaaS計画などがこれにあたります76。

ニューサウスウェールズ州の交通局は、2017年から継続的にAV
バスをテストしており（初回はシドニーのオリンピック公園）、2019年
1月には今後10年間の利用に関する計画を発表しました77。2019年
7月、同交通局は輸送事業会社のBusways、自動車メーカーの
EasyMile、コフスハーバー市議会と協力して、リタイアメントビレッジ
の住民に対し、スマートフォンアプリを使用してバスを呼び出せる
オンデマンドサービスBusBotの提供を開始しました78。

2019年の5月と6月にモータリング組織RACは、2016年にサウス
パースで始まった当初の実証試験を継続しながらも、新たに西オー
ストラリア州のバッセルトンの住民に対し公道を走る電気AVバスで
あるIntellibusのサービスを提供しました79。

オーストラリアの鉱業会社は長年にわたって閉鎖型の環境でAVを
使用しており、ブラジルとチリも同様の設備を使用しています。Rio 
Tintoは、2015年10月、西オーストラリア州のピルバラ地域にある 
2ヵ所の鉄鉱坑道で、完全遠隔操作のトラックを使用し始めました。
車両の多くは1,200km（750マイル）離れたパースから操作されて
います80。

インフラについては、オーストラリアは、中国の通信会社Huawei
が発表した「2019 Global Connectivity Index」の「ブロードバンド
品質」指標でシンガポールとともに1位を獲得しています。オースト
ラリア政府はこの数年間、National Broadband Networkプログラム
に従ってブロードバンドサービスの改善を図っていますが、広範囲
のテクノロジーを使用して、ほとんどの家庭と企業を光ファイバー
ケーブルで接続するという意図は薄れていっています81。

オーストラリアには規制環境、つまりインフラのプロジェクトおよび
政策の中でのAVの扱い方に強みがあり、さまざまな実証試験が全国
的に行われているとThakurは言います。一方で、テクノロジーが
広く普及する前に、AVに関わる企業と組織が多くの人々を巻き込む
ことで、さらにできることがあるというのがThakurの意見です。
「業界は、広く伝達すること、コミュニティを巻き込むことに極めて
消極的です。彼らがリーダーシップをもっととれるようになるとより
良いでしょう」と述べています。

AV規制

上位の
国と地域

オーストラリア
フィンランド
オランダ
シンガポール

出典：KPMG International（2020年）

  この1～1年半の間、州レベルでは特にインフラの
点で、AV関連の活動が非常に増加しています。

Praveen Thakur
Partner、Transport and Infrastructure

KPMGオーストラリア
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イスラエルは、この分野におけるベンチャー企業や強みを持つ企業
を多く擁するため、前回のAVRI同様、「テクノロジー」領域でトップ
になっており、AVを専門とする84の企業がイスラエルに本社を置い
ています。この数値は米国に次いで2位であり、人口当たりでは他の
地域をはるかに上回っています。同国は人口当たりでの「AV関連
企業の産業投資」でもトップで、「最新技術の利用可能性」について
は3位です。「イノベーションは私たちの大きな強みで、世界一です」
と、KPMGイスラエルのManagement ConsultingのPrincipalを
務めるHillel Schusterは言います。

この強みは、2020年5月に米国のテクノロジー企業Intelが8億人
以上のユーザーを持つアーバンモビリティアプリを提供するイスラ
エルのベンチャー企業のMoovitを約9億米ドルで買収したことからも
うかがえます82。この買収は2017年に買収したAV部門Mobileye
（こちらもイスラエルに本拠を置く企業）をサポートするための戦略
です。

「Moovitとそのすべてのデータを獲得することは、Mobileyeに対する
主要なサポートです」とSchusterは述べています。MobileyeはAV
システムの開発にマシンラーニングを使用しており、Moovitはその
サービスを利用する7,500以上の旅客輸送機関および事業者から
大量のデータを収集しています。Schusterによると、Mobileyeは
2022年初頭までにテルアビブでロボタクシーサービスを始動する

目標を立てていますが、それを実現する上でMoovitの買収が大いに
役に立つはずです。同社は国際的に活動しており、英国の詳細な
路上インフラのデータセットを作成するために、2019年5月から英国
の地図作製機関である英国陸地測量部と共同で実証実験を始めて
います83。

イスラエルは、「政策と法律」および「インフラストラクチャー」の
両方において順位が低く、「4G通信エリア」で最低スコアであること
からも、他国に後れをとっていることがうかがえます。これはイン
センティブを提供し自動車の所有を促す税政策が原因になっており、
それによりテルアビブの渋滞が悪化しています。Schusterによると、
このような状況を変えようという政治的関心はあるものの、2019年
から2020年の時点では、有効な意思決定ができる機能がイスラエル
政府にはないということです。

ただし、一部の行政機関は同国のテクノロジー企業と協力しながら、 
AVの対応性を改善するために努力しており、たとえば Israel 
Highwaysが道路標識のデジタルデータベースを作成するための入札
を発表しました。Schusterはまた、たとえば大手企業の雇用者が
そのスタッフをAVで勤務場所に送迎できるようにするなど、AV
フリートを利用してMaaSを提供する企業について、一定の可能性
を感じています。

  イノベーションは私たちの大きな強みで、世界一
です。

Hillel Schuster 
Principal, Management Consulting 

KPMGイスラエル

出典： Topio Networks and Crunchbase Pro（2020年） 
人口に換算して調整済み。

© 2021 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



エグゼクティブ 
サマリー

序文 概要 マイルストーン 各国の状況 注目の都市 ユビキタスへの道 付録：結果と手法 連絡先

自動運転車対応指数2020   |   28

17 ニュージーランド 5 19 20 14

0.45

0.44

0.43

0.41

0.42

道路の質、30ヵ国中21位～25位

ノルウェー

インド

メキシコ

ニュージーランド

イタリア

各国の状況

政策と法律 テクノロジーと
イノベーション

インフラスト
ラクチャー

消費者の
受容性

ニュージーランドは、「政策と法律」領域で前回の3位から5位に順位
を下げたものの、この領域では上位を維持しています。過去2年間、
ニュージーランド政府は、環境、輸送システムの変革、公共交通の
利用拡大に取り組んできました。「政府はこの点において、テクノロ
ジーが重要な役割を果たすということを認識しています」と、KPMG
ニュージーランドでAdvisory Directorを務めるIstvan Csorogiは
述べています。すなわち、規制を成果主義的なものにすることで、
AVが試験段階から実際の路上走行へスムーズに移行されるよう
サポートしています。

ニュージーランドの規制の問題については、連邦国家のように権限
が州に分割されておらず、国がすべてを管理している点で有利な面
があるとCsorogiは言います。「ニュージーランドの大きな強みは、
新しいテクノロジーのテストに適したオープンな環境の提供を可能
にするなど、規制面での後押しができることです。」

一方で、ニュージーランドは交通イノベーションに対して大きな投資
を行っていません。EV採用に対する補助金が限定的であるため、
自動車所有に占めるEVの市場シェアはごくわずかです。地方議会も
近年、EVバスの展開を開始したところです。

政府は交通インフラに対する投資を増やしてはいますが、ニュージー
ランドの人口密度が低く、主要都市以外の道路があまり使われて
いないことから、AVに対する路上インフラの広域展開が非経済的
なものになるとCsorogiは付け加えます。このような地理条件のため、
ニュージーランドは、AVRIの国と地域のうち「道路の質」で24位、
「4G通信エリア」で27位という結果になっています。

商業面では、ニュージーランドの輸送テクノロジー企業HMI 
Technologiesが、そのOhmio事業部を通じて、クライストチャーチ、
メルボルン、シドニーでAV試験を実施しています。同社は2019年
3月、オークランドの路上で5Gネットワーク接続車両の最初のテスト
を実施しました84。

ニュージーランドの場合、車両に関する主要な研究、開発、製造が
ないこと、民間資本または政府からのイノベーションに対する資金
提供が少ないことなど、AV開発において不利な点があります。
Csorogiは、配送でのドローン使用を含む自動運転航空機など、専門
的なニッチ市場であれば成功する可能性があると言います。ニュー
ジーランドは米国のジョイントベンチャーWisk（BoeingとKitty 
Hawkが設立）が開発した全電動飛行エアタクシー、Coraのテスト
を行っています85。

ニュージーランドの道路は、安全なインフラと路面標示に一貫性が
ないため、AVは精度の高い衛星測位を活用することで対応できる
可能性があります。現在、ニュージーランドとオーストラリアの両
政府は、2023年に運用を開始する予定のSouthern Positioning 
Augmentation Networkについて共同試験を進めているところ
です86。

Csorogiは、国内のイノベーションは大学で生まれる傾向にあり、
多くの場合それを外国のベンチャーキャピタルが引き継いで開発
していると言います。「私たちは、自分たちの強みを活かせる分野
で専門性を高めていく必要があります。」

出典：世界経済フォーラム「Global Competiveness Report」（2019年）

  ニュージーランドの大きな強みは、新しいテクノロ
ジーのテストに適したオープンな環境の提供を可能
にするなど、規制面での後押しができることです。

Istvan Csorogi
Director、Advisory

KPMGニュージーランド
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2019年3月、オーストリア政府は現行の自動車、バス、トラックで
AV機能を利用することを許可しました。現在、ドライバーは主要
高速道路の1車線内を走行中にハンドルから手を離すことが可能
ですが、車線変更や高速道路から下りるとき、その他必要な状況に
おいては、自ら車を運転する必要があります。また、自動車および
小型トラックのドライバーは、車両のそばで自動駐車のプロセスを
停止できる状態にいる場合のみ、車両の外から自動駐車システムを
使用することが可能です87。

KPMGオーストリアのAdvisory Partnerを務めるWerner Girthは、
政府による2019年の法改正を歓迎する一方で次のように付け加え
ます。「私たちの法整備は最も進んでいるわけではありませんが追い
つきつつあります。オーストリアの公共部門は重要であり、私たちが
前進するにあたって、さらにその枠組みを整えていかなければなり
ません。」

この法改正に伴い、ウィーンの公共交通プロバイダであるWiener 
Linienは、2019年6月にフランスのAVベンチャー企業のNavyaと
共同で、AVミニバスサービスの試験を開始しました。この試験は
バスが女性に衝突し軽症を負わせる事故が発生したため、7月に
中断されました88。しかし、この女性はヘッドフォンを着け、携帯

電話の画面を見ていたためバスの警笛が聞こえておらず、バスは
危険検出から1.6秒で停止したなど、正しく対応できていたことが
判明したため、Wiener Linienは数日後に試験を再開しました。
交通局は技術的な調整の必要はないとし、地元の人々に通行に注意
を払うよう呼びかけました89。

また昨年、オーストリア政府は事業開始やイノベーションのための
予算を追加しましたが、Girthはこの分野では資金がさらに必要で
あると言います。また、オーストリアは、特にウィーンと車両研究の
ハブとして機能しているグラーツに、この分野の研究に関わっている 
小さな企業が多く存在し研究者も豊富であることから、AV開発に
おいて多くの強みを持っていると付け加えます。オーストリアは、
KPMGインターナショナルの「2019 Change Readiness Index」
において、「技術インフラの変化への対応性」指標で2位となって
います。また、自動運転ドローンの技術開発に力を注いでおり、
2019年4月、ウィーンのスタジアムでフライングタクシーの実演を
行いました。前運輸大臣Norbert Hofer氏は、このような車両は
2025年に使用できるようになると述べており、これをサポートする
ために法改正することを約束しています90。

出典：KPMG International 「Change Readiness Index」（2019年）

  私たちの法整備は最も進んでいるというわけでは
ありませんが追いつきつつあります。オーストリア
の公共部門は重要であり、私たちが前進するにあ
たって、さらにその枠組みを整えていかなければ
なりません。

Werner Girth
Partner、Advisory
KPMGオーストリア
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2019年2月、Emmanuel Macron大統領は国際自動車工業連合会
でのスピーチで、AVを利用した輸送サービスを2021年までにフラ
ンスで運用開始するという意思を再度表明し、2019年5月および
11月に、フランス議会はこれを支援する法律を2つ通過させました。
1つ目の法律ではAV実験に関連する事故の責任を、ハンドルを握る
個人から実験実施の権限を持つ組織に移しました。2つ目は、AVを
使用したサービスを推進できるようにするため、政府が他の法律を
改正することを可能にしました。たとえば、車両間隔を50m以上
空けなければならないとする規則の対象から、AVトラック隊列を
除外したことなどがこれにあたります。

「私たちは現在、極めて包括的な法的フレームワークを有しています」 
と、KPMGフランスのPartnerでHead of Automotiveを務める
Laurent des Placesは言います。「担当する政府官僚は、フランス
が日本と並んで現在最も進んだ国であると信じています。」政府は
航空機を規制するための検証方法と同じようなAVシステムの検証
方法も策定しました。また研究に対して資金も提供しており、2019年
4月、16のAV関連プロジェクトに対し4,200万ユーロ（4,800万
米ドル）の資金提供を行うと発表しています91。

民間では2019年6月、フランスの自動車メーカーRenaultが、提携
企業の日産自動車と共同で、米国のテクノロジーグループAlphabet
傘下のAV企業Waymoと独占的提携を結んでジョイントベンチャー
企業をフランスと日本に設立することに合意しました92。10月には、
WaymoおよびRenaulが、パリのシャルル・ド・ゴール空港とパリ
西部近郊にあるオフィス街のラ・デファンスを結ぶ自動運転輸送

システムについて検討していると発表しました。イル＝ド＝フランス
地域圏の行政府は、この計画に1億ユーロ（1億1,000万米ドル）を
拠出しており、2024年のオリンピック・パラリンピック・パリ大会を
このシステムを紹介する場として使用することを目指しています93。

「フランスが現在策定しているAVに対する法的フレームワークは、
ヨーロッパでも独特のものです。フランスには、国、地域の行政府、
民間部門の間での協業プロジェクトを促す長期的な政策が存在し
ます」とDes Placesは言います。「これはAVおよびAVシステムの
開発にとって極めて重要な要素になります。」

他の重要な開発として、フランスの自動車メーカーPeugeotが、車両
とインフラを接続するテクノロジー（AVが高速道路の料金所を使用
し、道路工事をナビゲートできるようにするもの）について、Vinci 
Autoroutesと提携している事例があり、2019年7月、パリ東部の
歴史的モーターレーシングサーキット、モンテリでAVテストサイトを
開設しています94。

Des Placesは、フランスは大きな強みを持っていると言います。
それは、法律などの包括的な国家政策の他、自動車、輸送、テク
ノロジーの各企業そして公的研究施設と公的機関による「AVチーム
フランス」内での効果的な協力体制、強力な自動車部門、またベン
チャー企業にとって有利な環境があることです。しかし、フランス
には国内に有力なテクノロジー企業が存在しないため、Renaultと
Waymoのような提携関係が重要であるとDes Placesは付け加えて
います。

  フランスが現在策定しているAVに対する法的フレー
ムワークは、ヨーロッパでも独特のものです。

Laurent des Places
Partner、Head of Automotive

KPMGフランス

出典：国際電気通信連合「Global Cybersecurity Index」（2018年）
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2019年、中国政府はAVの公道走行を容易に行えるようにすると
ともに、その対象となる都市を増やし、規制緩和も行いました。
テスト車両では管理者は必要であるものの操縦装置に触れる必要
はなく、1つのライセンスでテストを行える車両の数も、同一車両で
あるという条件付きで1台から5台に増やしました。9月、上海で
初めて前述の許可が出され、まずはドイツのBMWに加え、中国の
自動車メーカー SAICとライドヘイリング企業Didi Chuxingをその
対象として指定しました95。2020年3月、AVベンチャーAutoXは
同市で100台のロボタクシーを運用すると発表し、80km/hの制限
速度が許可された初のケースとなりました96。北京でも重要なテスト
が始まっており、これについては「注目の都市」の節で紹介します。

中国の交通運輸部はデジタル輸送戦略計画を発表し、2019年9月
には中央政府もAVやエネルギー源の変化、車両の環境性能の改善
などに関するデジタル輸送建設戦略を発表しました。2019年5月
から、政府はAVに対する新しい基準を続けて発表しており、2020年
3月には、新バージョンとなる国際利用のための自動運転レベル
0～5を発表しました。「中国は、国家レベルの政策および新しい
基準において、非常に速いペースで進化しています。これを最優先
事項であると考えています」と、KPMG中国のPartnerでHead of 
Technologyを務めるPhilip Ngは述べています。

中国は「産業提携」指標で最高評価を受けている国の1つです。AV
における主な商業的関心は、JD.comやAlibabaのような中国の小売
企業が関与する、倉庫や鉱山、商品配送の特殊用途のトラックでの

使用や、都市間高速道路での使用などが対象になっています。中国
の企業は、チップセット（2019年に約36の投資が行われた）やLidar 
（4～5社の重要な地方企業が関与）など、AVテクノロジーのサプ
ライヤーとしての能力も拡張させています。Ngによると、サプライ
ヤーはセンサー、AIアルゴリズム、車両通信などのテクノロジーに
ついても開発しているとのことです。

また、同国による5Gネットワーキングの早期導入も重要であると
言います。「中国は、テクノロジー、および採用と実装の速さの両方
において世界をリードしています。」デジタル道路インフラの開発作業
に加えて、これはAV導入のための強力な基盤の構築に結び付き
ます。Ngは、中国の大衆、特に若い層はこのような車両の受け入れ
に寛大であるようだと付け加えます。

一方で、高精度のデジタルマップの必要性（中国がデータシェア
リングの研究において最下位であることが開発の障害となっている）
や政策と基準の一層の進展など、課題は依然として残っています。
その他の問題としては、多くの中国の道路が、自動車だけでなく
歩行者や自転車による利用が非常に多いことが挙げられます。「状況
はより複雑であり、AVに対する課題も増加することになります」と
Ngは言います。これに対応するため、4車線の高速道路のうち、
1車線をAV対応にしてそのための装備を備えるようにするべきだと、
Ngは考えています。

産業提携

上位の
国と地域

カナダ
中国
ドイツ
韓国
米国

出典：KPMG International（2020年）

  中国は、国家レベルの政策および新しい基準に
おいて、非常に速いペースで進化しています。これ
を最優先事項であると考えています。

Philip Ng
Partner、Head of Technology

KPMG中国
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今回新しく加わったベルギーは、2019年5月にブリュッセル空港で
初めてAVバスのデモンストレーション運行を行っています。このとき
の車両は、オランダのAVメーカー 2getthereが製造したもので、
フランドル地域の交通局De Lijnが運行しました。同空港と交通局
は、2021年に空港ターミナル、カーゴエリア、駐車場を結ぶ高頻度
のAVシャトルサービスを開始することを望んでいます。このルートは
他の交通も部分的に使用するため、ビーコンとして地中に埋め込んだ
マグネットを利用することになります97。

一方、全体的な対応度を他国と比較すると劣っており、特に隣国の
オランダ（AVRIの総合2位）とは、その差が顕著となっています。
その原因の1つとしてAV導入における物理的な問題があります。世界
経済フォーラムの2019年の調査によると、経済大国との比較では
あるものの、ベルギーはAVRIの30の国と地域の中で「道路の質」に
関しては下から5番目となっています。しかし、異なる輸送タイプが
分離されていることが多いオランダとは違い、ベルギーの道路では
多くの場合、自動車、バス、自転車、電車、歩行者が路上で混在
しています。「現在の道路の使い方では、AVに対し十分な安全を

保証することが難しくなります」と、KPMGベルギーのExecutive 
DirectorであるIvan Costermansは述べています。一方で、この
ような困難な性質があることにより、ベルギーは、AVの包括的な
テストという点で良好なロケーションになる可能性もあります。

ベルギーは、公共交通の改善とライドシェアリングの増加を通じて
交通量の減少にAVが貢献できれば、渋滞の緩和という恩恵を受け
られる可能性があります。ただし同国の大きな問題として、運輸事業
に対する責任の所在が、オランダ語を話すフランドル地域（De Lijn
を運営）、フランス語を話すワロン地域、そしてブリュッセル首都圏
という、3つの主要な地域政府に分割されていることがあります。
その上、ガソリン税などの一部の運輸事業は連邦政府が管理して
います。「政治的に非常に複雑な問題があるため、最終的にすべて
をうまく行うためには、異なるレベルの行政府が協力し合う必要が
あります」とCostermansは述べます。一方で、無人AVのテストを
容易に行えるようにするための法的対応はすでに実施されている
のも事実です。   現在の道路の使い方では、AVに対し十分な安全を

保証することが難しくなります。

Ivan Costermans
Executive Director

KPMGベルギー

出典：世界経済フォーラム「Global Competiveness Report」（2019年）
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スペインは多くのAV試験を実施しており、Autonomous Ready 
Spainイノベーションプログラムの第1段階もこれに含まれます。この
プログラムには、スペインのDirectorate General of Traffic（DGT）、
バルセロナ市議会、スペインの交通インフラ企業Ferrovial、Intelが
所有するAV技術プロバイダMobileyeが関わっています。このプロ
グラムは2019年12月に始動し、運転支援テクノロジーによって事故
を減らすことを目指したもので、400台の車両にMobileyeのテクノ
ロジーが装備されました98。

一部の地域では、旅行者向けのAVバスのテストが行われています。
2020年1月、スペインのバス事業者Avanzaは、マラガのクルーズ
ターミナルと街の中心部を結ぶ、通常の道路を運行する実証実験
サービスAutoMostを発表しました。このサービスでは、過去3年間
にわたるマラガ市議会および数々の提携企業による支援によって
開発された、60人乗りで全長12メートルのEVバスが使用されてい
ます99。一方、ランサローテ議会とCanary Islands Development 
Fundは、ティマンファヤ国立公園の火山道のマルチメディアツアー
を旅行者に提供する、電気AVミニバスCities Timanfayaを共同で
運行しており、これによって、環境への配慮が必要な地域への訪問
者の流れをコントロールしています100。

2020年1月、マドリード自治大学はDGTおよびConsorcio de 
Transportes de la Comunidad de Madrid（マドリード市の輸送
コンソーシアム）と協力して、カントブランコ・キャンパスに連絡する

3.8km（2.4マイル）の混合交通ルートに、定期運行のAVバスサー
ビスを導入すると発表しました。これはスペインの大学で初の試み
です101。

また2020年初頭、政府はAVに対応した広範にわたる交通法への
取組みについて発表しましたが102、COVID-19パンデミックへの
取組みを余儀なくされたため、法の策定については遅れています。
スペインは現在、「AV規制」指標で、15段階評価の3番目であり、
同じレベルには他に7ヵ国が入っています。

新しい法律においては、充電ポイントを増やすなどの方法でEVの
導入を推進しています。「他のヨーロッパ諸国と比較すると、スペイン
は充電ステーションの数を増やす必要があります」と、KPMGスペ
インのHead of Infrastructureを務めるOvidio Turradoは述べてい
ます。また電気事業者が設備を増やす計画を発表しており、一部の
都市で使われているネットワークにおいて、5Gコネクティビティも
進展していると付け加えます。ただし、スペインはもっと進歩する
必要があると指摘します。

交通に対する責任が国とスペインの各主要地域に分割されている
現状に鑑み、「スペインは、AVのテストと推進のためのイニシアチブ
の数をより広いレベルで増やす必要があります。また、国レベルで
開発を推進するための国家的なフレームワークを設けるため、交通
法を進展させる必要もあります」とTurradoは述べています。

AV規制

上位の国と地域
最高の
スコア

オーストラリア
フィンランド
オランダ
シンガポール

2番目の
スコア

ベルギー
ニュージーランド
ノルウェー
英国

3番目の
スコア

オーストリア
チェコ共和国
イタリア
韓国
スペイン
台湾
UAE
米国

出典：KPMG International（2020年）

  スペインは、AVのテストと推進のためのイニシア
チブの数をより広いレベルで増やす必要があり
ます。

Ovidio Turrado
Head of Infrastructure

KPMGスペイン
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チェコ共和国は「政府が出資するAV実証実験」指標の上位5ヵ国に 
入っており、試験実施が大きな強みになっています。2020年には
ドイツの自動車メーカー BMWが、ミュンヘンにある同社の主要
開発サイトから約300km（190マイル）の地点にあるソコロフに、3億
ユーロ（3億4,000万米ドル）を投じてAV試験場の建設に着手する
予定です。BMWは2022年後半に、都市道路、高速道路、田舎道
でのテストが可能な約100kmの道路を持つこの施設を開設する計画
です。これにより700人程の雇用が見込まれ、同社は西ボヘミア
大学と協力協定も締結しています103。

チェコ共和国では、現在複数の試験場を開発しています。チェコの
投資グループAccoladeは、ソコロフ試験場と同様にドイツ国境近くの
ストジーブロ近郊に試験場の建設を計画しており、AVテクノロジー
開発企業に利用される予定です。1億8,000万ユーロ（2億米ドル）を
投じて建設される同施設は2022年に開設予定で、ここでは格子状
の道路を用いないヨーロッパの都市など、さまざまな道路環境が
提供されます104。チェコに本拠地を置くドイツのVolkswagen傘下
の自動車メーカーSkodaも試験場を開発しており、ドイツの第三者
検査機関TÜVとフランスの車両部品メーカーValeo Groupはいずれ
も、使用されていない飛行場をAVの試験場に転換することを計画
しています。

同国が多くの企業の車両を製造している現状を踏まえ、「私たちの
強みは、自動車産業がすでにここに存在することです。AV試験場
開発の取組みはこのためです」と、KPMGチェコ共和国のPartner、
Pavel Klimentは言います。研究開発活動は少ないものの、ドイツ
の自動車メーカーでVolkswagen傘下でもあるPorscheや、イタリア
の部品メーカーMarelliがプラハのチェコ工科大学と行っている研究
提携などの例もあります105。

一方で、チェコ共和国ではAV使用に対する法的フレームワークが
整備されていないと、Klimentは指摘します。2020年1月にBMW
が試験場計画の詳細について発表したときのように、AVテクノロ
ジーは重大な発表があると注目を集めます。「ポジティブなことが
数多く起こっていますが、それらは戦略的なものではありません」と
Klimentは述べます。「私は、特に試験場が完成する頃には、その
重要性が徐々に増大していることを望んでいます。」

政府が出資するAV実証実験

上位の
国と地域

カナダ
チェコ共和国
シンガポール
韓国
台湾

出典：KPMG International（2020年）

  私たちの強みは、自動車産業がすでにここに存在
することです。AV試験場開発の取組みはこのため
です。

Pavel Kliment
Partner

KPMGチェコ共和国
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今回新たにAVRIに加わったイタリアは、2018年2月のSmart Roads
法（車両に制御装置があり、必要に応じてドライバーが制御できる
状態にある場合に限りAV実証実験を認めるもの）の発令など、この
分野における運輸省の取組みを反映して、AVに焦点を当てた施策
を実施しています。また、イタリアにおけるすべての実験のモニタリ
ングを行う他、他国における実験についても検証し、ベストプラク
ティスを策定するという目的で、Observatory for Smart Roadsも
設置されました。

イタリアではAVをサポートするデジタルコネクティビティも開発され
ており、車両が他の車両やインフラと通信するためのV2X（車とモノ
の通信）接続に特に力を入れています。イタリアの主要道路を管理
する国有企業Anasは、約2,500km（1,550マイル）の道路網にコネ
クテッドカーテクノロジーを導入するため、1億4,000万ユーロ（1億
6,000万米ドル）を投じることを予定しています。具体的には、ローマ
のグランデ・ラッコルド・アヌラーレ環状高速道路での導入がこれに
含まれます。これはイタリア政府が、世界経済フォーラムによる
「政府の将来の方向性」（政策の安定性、変化に対する反応性、変化
に対する法的フレームワークの適用度、政府の長期的なビジョン
などを評価する指標）において最低水準と評価されていたのとは
対照的です。

Smart Roads法の後、イタリアで初めてかつ現時点で唯一のテスト
が、2019年にパルマとトリノで開始されました。両テストは自動
運転企業VisLab（2009年にパルマ大学から独立し、2015年に米国
の半導体企業Ambarellaによって買収された企業）が行っています106。
2020年2月、パルマ市議会は市内全域での試験を可能にする許可
を与えました。

トリノでは米国企業Local MotorsによるOlli（3Dプリンターで作った
部品のみで構成されたEV）を使用したAVミニバスサービスの試験を
開始しています。またパドヴァでは、イタリアの企業Nextが、車体
の結合と分離が可能で、乗客がリクエストした行き先に応じて異なる
ルートをとることができるモジュラー式AVミニバスのテストを行って
います。

イタリアはこれらのものすべてから恩恵を受けているものの、依然
として解決すべき問題がある、とKPMGイタリアのTransportatin 
SectorのManagerを務めるIvan Cavalliは言います。たとえば、消費
者と地域の公共交通事業者の両方にとってAVテクノロジーの導入
コストが高く、特に公共交通事業者はフリートに対するこの類の
投資が少ないと指摘します。またイタリアには全国的な高解像度
マッピングがなく、AVによる事故発生時の責任問題も依然として
残っています。国の業界団体はこれに関する取組みを行っている
ものの、これまで結論は得られていません。多くのドライバーは保険
のために「ブラックボックス」モニターをすでに使用しており、AV
政策においてもこれを利用できる可能性があります。

Cavalliは、イタリアはこのような問題に取り組むだけでなく、イタ
リアの大学に蓄積されている専門知識を集約することによって研究
を活性化させ、効果的なV2X通信を確立するなど、AV開発に取り
組む組織間の協力を推進する必要があると言います。「すべての車両
が、道路上で遭遇するすべての物体と通信できるような共通のテク
ノロジーを定義するために、事業者たちが共に取り組むことが重要
です。」

AV規制

上位の国と地域
最高の
スコア

オーストラリア
フィンランド
オランダ
シンガポール

2番目の
スコア

ベルギー
ニュージーランド
ノルウェー
英国

3番目の
スコア

オーストリア
チェコ共和国
イタリア
韓国
スペイン
台湾
UAE
米国

出典：KPMG International（2020年）

  すべての車両が通信できるような共通のテクノロ
ジーを定義するために、事業者たちが共に取り組む
ことが重要です。

Ivan Cavalli
Manager, Transportation Sector

KPMGイタリア
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2019年5月、Viktor Orbán首相によってハンガリー西部のザラエゲ
ルセグに265ヘクタールのZalaZone AV試験場（第1フェーズ）が
開設されたことは、AVテクノロジーに対するハンガリー政府の熱意
を示すものでした。なお、この施設は2020年に完成する予定で、EV
用の非接触型充電ステーションを持つ新しく開通したM76スマート
高速道路と繋がっており、実際の道路でのテストを行えるように
なっています107。テストトラックにはユニークな機能がいくつかあり、 
実際の環境を反映した中速および高速テストを行える高速道路
モジュールもあります108。ドイツのDeutsche Telekomの子会社
Magyar Telekomは、通信に新興の5Gベースステーションを使用
するAVが、T-Systems Hungary（Deutsche Telekomの別の部門）
設計のシステムを使用しながらどのように自動駐車を行うかを披露
しました109。ハンガリーは、「AVを専門とする機関」指標で最高
順位を獲得した2ヵ国のうちの1つです（もう1つはシンガポール）。

他のドイツ企業も、ハンガリーに新しい研究開発（R&D）施設を開設
すると発表しています。たとえば、車両部品メーカーContinentalは、 
すでに同国に7つの工場を設けていますが、2019年2月にハード 
ウェアおよびAIソフトウェアの専門家100人を擁するAVのR&D
センターをブダペストに開設すると発表しました110。産業グループ 
Thyssenkruppはブダペストの自社R&DセンターにおいてAVステアリ 
ングシステムを開発しており、ブレーキ専門企業Knorr-Bremseは
AVトラックの開発に取り組んでいます。さらに技術グループBosch
もセンサーの開発を行っています111。

英国企業もハンガリーでAV開発を行っており、たとえば自動車
メーカーのJaguar Land Roverは2019年初頭、100人のスタッフを
擁する技術エンジニアリングオフィスをブダペストに開設しました112。 
2019年11月、英国の通信事業者Vodafoneは、ハンガリーのAV
テクノロジー企業AImotiveおよびオランダのデジタルマッピング専
門企業Here Technologiesと共同で、ブダペストの立体駐車場に 
おける自動駐車システムの実証実験の実施を発表しました113。 
AImotiveの提携企業には、自動車メーカーのPSA GroupeやVolvo
の他、テクノロジー企業のNvidiaやSamsungなどがあります114。

「私たちは需要側から供給側に移っていきます」と、KPMGハン
ガリーのInfrastructure, Transportation and Energy Advisory 
Managerを務めるMárton Zsótérは述べています。これは、ハン
ガリーが他のヨーロッパ諸国と比べ市場規模が小さいという現状に
鑑みての発言です。AudiやMercedes-Benzをはじめとして、多くの
ドイツ自動車企業がハンガリーに製造拠点を構えていますが、ハン
ガリーは現在、組立から高付加価値の仕事へと移行しつつあります。
「過去十年間と比べると、組立よりも研究開発が中心になってい
ます」とZsótérは言います。「研究インフラや研究能力が継続的に
進化していることから、ハンガリーはAV開発において重要なプレイ
ヤーになりつつあると、私は考えています。」

  過去十年間と比べると、組立よりも研究開発が
中心になっています。

Márton Zsótér
Manager of Infrastructure  

Transportation and Energy Advisory
KPMGハンガリー

出典：KPMG International（2020年）

© 2021 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



エグゼクティブ 
サマリー

序文 概要 マイルストーン 各国の状況 注目の都市 ユビキタスへの道 付録：結果と手法 連絡先

自動運転車対応指数2020   |   37

26 ロシア 26 26 27 20

0.17

0.15

0.12

0.00

0.12

モバイル通信速度、下位5ヵ国

ブラジル

イスラエル

ロシア

チリ

インド

各国の状況

政策と法律 テクノロジーと
イノベーション

インフラスト
ラクチャー

消費者の
受容性

ロシアでは、政府と企業の両者にAV開発に対する大きな関心が
あります。ロシア政府は、2018年後半に始まった公道でのAV試験
範囲の拡大に取り組んでおり、11の新しいエリアに範囲を拡大する
だけでなく、企業に対して、人間がハンドルを握る必要がない、完全
無人の試験車両の開発を求めています。

ロシアのテクノロジー企業Yandexも、完全無人AVの開発を目指す
企業の1つです。2019年3月、同社はレベル4およびレベル5のAV
コントロールシステムを韓国の自動車メーカーHyundaiと共同開発
することに合意し、Hyundaiの量産車を基に無人車のプロトタイプ
を生産することを初期目標に設定しました115。同社はすでにイスラ
エルでテストを行っており、ロシアの都市イノポリスとスコルコヴォ
でロボタクシーを運用しています。また同年11月には、都市で地域
配送を行うための小型自動運転ロボットYandex Roversの計画を
発表しました。なお、この名前は火星探査車マーズ・ローバーに形状
が似ていることから付けられたものです116。

2019年11月、HyundaiなどをAVテクノロジーのクライアントとして
持つCognitive Technologiesは、新しくCognitive Pilotという会社
を設立しました。この会社はロシアの銀行Sberbankがその株式の
30%を所有しています117。2020年2月、最高経営責任者のOlga 
Uskova氏は、2023年以降に株式公開または増資を行う計画がある
と語っています118。

一方で、世界経済フォーラムの「Executive Opinion Survey」に
よると、ロシアはAVRIの国と地域の中で最新テクノロジーへのアク
セスが最も低い評価となっています。また、クラウドコンピュー
ティング、AI、IoTの導入は下から2番目、モバイル通信速度は同率
で下から2番目、道路の質も下から2番目となっています。

KPMGロシア／CISのPartnerを務めるSergey Kazachkovは、ロシア
政府はAVが有望なテクノロジーであると信じており、ロシアでの
AV導入に向けたロードマップ（2018年承認）に従って進めていると
言います。ロシア最大の国営自動車グループや銀行も、主要な民間
テクノロジー企業と協力してソフトウェアおよび技術ソリューション
の開発に取り組んでいます。

「現在のロシアでの機運を見ていると、この国が今後も、日常生活
へのAV導入をリードする上位30ヵ国の一員であり続けるだろうと
強く思います。」

Kazachkovはまた、国内最大の乗用車メーカーが独自のAVソリュー
ション開発という点で大きく後れをとっていることから、世界的な
企業と協力しなければならないとも話します。

一方で、Kamazなどのロシア最大のトラックメーカーやGAZなどの
商業軽車両メーカーははるかに進んでおり、AVテクノロジーやAV
ソリューションのテストをすでに試験場で行っています。

出典：Ookla Speedtest（2020年3月）

  現在のロシアでの機運を見ていると、この国が今後
も、日常生活へのAV導入をリードする上位30ヵ国
の一員であり続けるだろうと強く思います。

Sergey Kazachkov
Partner

KPMGロシア／CIS
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チリは今回AVRIに新しく加わった国ですが、鉱業で10年以上もAV
を使用しています。KPMGチリのInfrastructure and Government 
Directorを務めるRodolfo Echeverriaによると、国営Codelco社の
Gabriela Mistral銅鉱山では、2008年に18台の自動運転GPSガイド
トラックが導入されています。これらのAVトラック導入により、人が
運転する場合1日14～15時間稼動のところ、17時間使用できるよう
になり、採鉱プロセスの効率が改善されました119。これらの車両は
ポジショニング装置を設置することによって、地下にも導入されて
います。

2020年1月、チリは運輸・電気通信省と米州開発銀行の支援を受け、
ラテンアメリカ初とされるAV実証実験プロジェクトを開始しました。
この試験は、公道ではなくサンティアゴ中心部のオヒギンズ公園
周辺の1kmの周回路をEVミニバスが走行するもので、フランスの
輸送事業会社Transdevとチリ大学がテクノロジーパートナーとして
参加しました120。Transdevによると、比較的低緯度に位置するサン
ティアゴでは太陽放射レベルが高いため、バッテリーの性能に影響
が出ることが判明しました。

「私たちは鉱業部門での利用は多いものの、公共利用については
もう少し時間がかかりそうです」とEcheverriaは述べています。「破壊
的テクノロジーを受け入れ、地域のテクノロジーと通信においてリー
ダーシップをとるというチリ政府のビジョンは、この国の大きな強み
の1つです。」　また、技術者や企業、大学で構成される活発なエコ
システムからもチリは大きな恩恵を受けていると話します。

「イノベーションの能力」と「サイバーセキュリティ」の指標が最下位
で、「モバイル通信速度」指標が下から2番目の順位であることを

考えると、同国のテクノロジー開発の改善には引き続き努力が必要
であり、チリ政府はコネクティビティを改善するという野心的な計画
を立てています。たとえば、2019年7月のフィジビリティスタディで 
予算も算定されている121チリとアジアを結ぶ24,000km（15,000
マイル）の海底ケーブルや、プエルトモントとプエルトウィリアムズ 
という南部の2都市を結ぶ完成目前の4,000kmのFibra Óptica 
Australの海底・地上ケーブル、2019年5月にSebastián Piñera
大統領によって発表されたチリの16地域のうち13地域を結ぶ
10,000kmのFibra Óptica Nacionalのケーブル122などがあります。

また、EVについても大きな取組みが行われています。すでにサン
ティアゴでは200台のEVバスが運行している他、北部のアリカから
南端のプンタ・アレーナスに至る5,000kmの道路に1,200基の公共
充電ステーションを設立するという、イタリアのエネルギーグループ
Enelの計画があります。さらに政府は2050年までにすべての公共
交通と自家用車の40%をEV化する意向です。

Echeverriaは、AVに関する規制がないため、テストを許可するため
の単純かつ簡素化されたプロセスと単一窓口が有効だと話します。
また、AVやAVを支える交通インフラの計画・実装に対する分析や
評価がさらに必要になったとき、国として準備ができているように、
政府は訓練にもっと投資することを検討すべきとも、Echeverriaは
考えています。チリ政府の道路建設や運用などにおける官民パート
ナーシップは、AVインフラの導入支援になる他、産業提携のモデル
として機能する可能性もあります。

出典：世界経済フォーラム「Global Competitiveness Index」（2019年）

  破壊的テクノロジーを受け入れ、地域のテクノロジー
と通信においてリーダーシップをとるというチリ政府
のビジョンは、この国の大きな強みの1つです。

Rodolfo Echeverria
Director, Infrastructure and Government

KPMGチリ
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メキシコは「産業提携」指標で最下位、「AV規制」、「政府が出資
するAV実証実験」、「AVを専門とする機関」指標で下から2番目で、
さらに「変化に対する政府の対応性」指標でも下から2番目となって
います。

KPMGメキシコでInfrastructure and Global GroupのPartnerを
務めるIgnacio García de Presnoによると、これは現政権下では、
他の新しい輸送テクノロジーやクリーンエネルギーテクノロジー同様、
メキシコのAV実装が停滞しているということを示しています。政府
の関心は古い産業に向いており、2019年7月、政府は港湾都市ドス
ボカスに80億米ドルの新しい石油精製施設を建設するための契約を

結びました123。「私たちは新しいものを発展させるよりも、今ある
ものを復元しようとしています」とde Presnoは言います。民間セク
ターからの圧力はあるものの、2021年の次期連邦選挙までは変化
は起こりにくいと考えられます。

メキシコは米国に近いこともあり、AV使用拡大の可能性は大いに
あると見ています。「米国とは長い国境を共有し、主要な貿易相手国
であるため、いずれ私たちは他国に追いつくでしょう」とde Presno
は話します。「初めの一歩は、この分野だけでなく多くの分野におい
て、政府側から踏み出さなければなりません。民間セクターと大学
が協力できるようにするための土台を築く必要があります。」

出典：KPMG International（2020年）

  政府は、民間セクターと大学が協力できるように
するための土台を築く必要があります。

Ignacio García de Presno
Partner、Infrastructure and Global Group

KPMGメキシコ
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インドでは、約220万人の商業ドライバーが職を失う可能性がある
ことを考慮して、AV利用の実施を延期しました。インドは、「政策
と法律」領域の柱である「AV規制」「AVを専門とする機関」「政府
が出資するAV実証実験」など、多くのAVRI指標で最下位になって
います。

KPMGインドのTransport and Logistics のPartnerを務めるSameer 
Bhatnagarによると、インド政府はAVよりEVの利用促進に注力して
いますが、これには独自の課題もあります。EVバッテリーは通常
リチウムに依存していますが、中国がリチウムの世界最大の供給国
であることから、政府にとっては戦略的な懸念があります。他の
選択肢としては、燃料電池や水素などの代替動力源の使用が考え
られます。

可動部品が少ないEVへシフトすれば、従来の車両よりも保守作業が
少なくなり、自動車の製造、保守、修理における雇用も減少します。
インドは世界で5番目の自動車生産国であり、2019年には450万台
製造しています124。公表されている数字によると、40万人以上の
国民が自動車工場で雇用されており125、非公式の修理店にはさらに
多くの労働者がいます。

一部の機関はFAMEスキーム（2015年にEVのために採択された
もの）に従って充電インフラの開発に取り組んでいますが、政府
も同様にAVの現状を考慮した国家戦略を作ることが望ましいと、
Bhatnagarは言います。EVとAVは雇用だけでなく、保険などの
分野にも影響を及ぼす可能性があります。

商業面では、インドのITセクターは、AVの世界的な導入により利益
をあげることができると見ています。「テクノロジー企業は、インド
国内だけでなく世界中の企業向けに、ソフトウェアスキルをAVの
プログラミングに応用しようと考えています」とBhatnagarは話し
ます。

また彼は、インドでのAV普及は、倉庫や港湾、農園などにおける
AVまたはリモートコントロール車両など、商業用途から始まる可能
性があると付け加えます。このような機器を使用することは業績の
向上に繋がるだけでなく、COVID-19パンデミックの影響で移民
労働者が自国に戻ったことから喫緊の課題になっている、農業の
移民労働者への依存を押さえることにも繋がります。   テクノロジー企業は、インド国内だけでなく世界中の

企業向けに、ソフトウェアスキルをAVのプログラミング
に応用しようと考えています。

Sameer Bhatnagar
Partner、Transport and Logistics

KPMGインド

出典：KPMG International（2020年）
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ブラジル政府は、AV普及の推進についてはほとんど何も行っておら
ず、AVRIランキングにおいて最下位であることからもそれがうかがえ
ます。この状況は、ライドヘイリングなどの新しいテクノロジーとサー
ビスに対する国内の盛り上がりとは対照的であると、KPMGブラ
ジル／南アメリカのHead of Governmentを務めるMauricio Endo
は言います。「AVのための道路を作り、都市での運用を開始すると
いった公共政策は、いまだに存在しません。」

2018年に始まったブラジルの車両効率・安全プログラムRota 2030
は、従来型のエンジンからハイブリッド車またはEVへシフトするため
のインセンティブを提供しますが、これはプログラムの主な目的では
ありません。2019年10月、ブラジリアに充電ステーションが設け
られると同時に、Renault Twizyの社用EVのフリートが導入され、
これまでよりカーボン効率とコスト効率に優れた方法で、公務員が
政府建物間を移動することが可能となりました126。

ブラジル政府による世界最大級とみられる周波数オークションに
続き、AVのネットワークを改善する5Gモバイルサービスが導入
されるとのことです。これは2020年後半に計画されていましたが、
COVID-19蔓延による同国経済への影響を鑑み、4月に通信事業者
が延期を提言しました127。

民間セクターは、依然として公道以外に焦点を当てているものの、
より活動的です。2020年1月、ブラジルの自動車メーカーHitech 
Electricは、同社曰くブラジル初となるAV、最高速度50km/h
（31mi/h）の2人乗りEVのe.coTech4を開発しました。初めは法人
リースのみで、工業用地、大学のキャンパス、リゾートなど、閉鎖
エリアでの運行のために提供されます128。2019年10月には、ブラ
ジルの採掘会社Valeが、世界最大の露天掘り鉄鉱石鉱山であるカラ
ハス鉱山で、AVトラックの利用テストを開始すると発表しました。
ブルクツ鉱山ではすでにすべての運搬作業を13台のAVトラックに
移行させており、ドライバーはコントロールルームから操作できる
よう訓練を受けています129。ブラジルの航空宇宙会社の子会社で
あるEmbraerXは無人航空機を開発しており、2020年1月、米国の
ベンチャー企業Elroy Airとの間で商業航空貨物に関する協定を
結んだと発表しました130。

サンパウロと他の主要都市を結ぶ公道などを使用して、貨物のため
のAVルートを確立することにより、政府はこれまでの取組みを進展
させることができると、Endoは言います。「政府がトラック道を作る
と決めれば、それは大いに役に立つのです。」

  AVのための道路を作り、都市での運用を開始すると
いった公共政策は、いまだに存在しません。

Mauricio Endo
Head of Government

KPMGブラジル／南アメリカ

出典：KPMG International（2020年）
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注目の都市
次の5つの都市について、それぞれの地方自治体によるAVに関する
興味深い取組みを紹介します。なお、5都市間相互での比較、もし
くは他都市との比較は行っていません。

© 2021 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.



エグゼクティブ 
サマリー

序文 概要 マイルストーン 各国の状況 注目の都市 ユビキタスへの道 付録：結果と手法 連絡先

自動運転車対応指数2020   |   43

注目の都市

中国：北京
中国は2016年に、インテリジェントアシスト運転のテクノロジー全般
の他、さまざまな主要テクノロジーを習得し、2020年までにインテ
リジェントコネクテッドカーの独立した研究開発システムおよび生産
能力を確立するという、国家レベルの目標を掲げました。

北京はこのような決定が行われる首都であると同時に、中国の都市
の中で主導的な地位を確立しています。北京は2017年12月、AVの
テストを公道で行うことを認めた中国初の都市になりました。この
条例は北京市交通委員会、交通管理局、経済情報技術委員会が
共同起草したもので、首都全域に拡大する産業の監督責任も各機関
が共同で負います。これは、他都市のモデルとしても機能してい
ます131。

この条例では、企業が路上テストを実施する前に、所定の閉鎖区域
でのテストを完了する必要があります。このガイドラインが制定
された段階では、北京は中国全都市で最多となる33の道路区域で
全長105km（65マイル）をAVのテスト地域に指定しました132。それ
以降、道路区画の数と道路の全長は増加しています。

2019年12月、北京は乗客が乗ったAVテストの許可も開始し、テク
ノロジー企業Baiduが40台の車両テストの許可を取得した最初の
企業になりました。また2020年5月、ベンチャーAVプロバイダの
Pony.aiが、乗客を乗せたAVテストを公道で初めて実施しました。

米国のピッツバーグを除けば、北京はAVテスト実施事業者に対して、
走行距離、フリート規模、離脱回数を開示するように求める数少な
い都市の1つです。2019年は、13の中国企業が北京の路上で77台
のAVを走らせ、総距離は104万kmとなりました。これは、2018年
に8社が走らせた総距離153,600kmから増加しました133。

中国ではCOVID-19のパンデミック対策として、医療従事者や感染
地域の人々への医療品・食料品の輸送や、感染拡大防止のために
病院や公共の場を消毒する目的でAVが使われています。たとえば
Baiduは地域の自動運転ベンチャー企業Neolixと提携して、食品や
医療品を海淀医院のスタッフに届けました134。

北京2022組織委員会は、2022年の冬季オリンピック・パラリン
ピックについて、史上最もテクノロジードリブンな大会にしたいと
考えており、AVも大きな役割を果たすことになっています。この目標
を達成するため、100平方kmのテスト区域の開発に5,000万ドルの
投資が行われています135。

北京におけるAVの重要性

現在

ある程度重要

3年後

極めて重要

出典：ESI ThoughtLab（2020年）
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注目の都市

米国：デトロイト
デトロイトは同市の経済復興を果たすために、AVを利用してきま
した。AVベンチャーのArgo AIやMay Mobility、自動車メーカーの
Ford、Googleの姉妹企業Waymoなど、複数の企業が現在同市で
AVをテストしています。また、さまざまなAV関連ベンチャー企業が、
大手の米国自動車会社と提携することを目的に、世界中からデトロ
イトに進出してきています136。

州と地方自治体は、デトロイトに集まった人材を、本来であればモー
ターシティ（20世紀初頭、米国の自動車産業を代表する街として
得たデトロイトの別名）で事業を行っていないであろう企業に売り
込む支援を行っています。2017年後半、デトロイト地域会議所と
ミシガン州の経済開発公社はPlanetM Landing Zoneを設けました。
ここではドイツの自動車部品サプライヤー Boschや米国のライドヘ
イリング企業Lyftの他、歩行者の安全性に着目しているUAEの企業
Derqをはじめとするベンチャー企業など、56社のメンバーを迎え
入れました137。

ミシガン州は、AVやEV、コネクテッドモビリティ、共有モビリティ
などの未来型モビリティにおけるグローバルリーダーとしての地位
を守るため、州内の経済開発、労働力、インフラの計画における
すべてのモビリティ関連に関わる主導権の戦略的調整をリードする
Michigan Office of Future Mobilityを、労働・経済開発庁の下に
創設しました。この部署は、Michigan Council on Future Mobility 
and Electrificationも主宰しています138。

ピッツバーグやサンフランシスコなど他の米国都市では、AVの研究
開発やテストが、経済と雇用の両面でメリットを生み出しています
が、デトロイトはモーターシティとしての遺産を活用して、AV製造
におけるグローバルリーダーになっています。Waymoは車の廃工場
を再生し、世界初のAV専用製造工場を開設しました。この工場が 
完全に稼動すると400人以上の雇用が創出されます139。FordとGM
も、AVやEVを製造・開発するための拠点をデトロイトに設けるため
に大規模な投資を行うと発表しました140。

デトロイトは、AV企業において必要となる労働力を確保するための
取組みも開始しています。Michigan Mobility Instituteは、AIや
ロボット工学、サイバーセキュリティ、その他関連分野のスキルを
持つ自動車産業の労働者を再訓練しています。また、コミュニティ
カレッジや専門学校、オンラインラーニングプラットフォームなどと
連携し、AVの修理やコネクテッドフリートマネジメント、AVセーフ
ティドライバーを含む新しい専門家の育成を支援しています。同機関 
は大学とも連携し、ソフトウェア開発やAI機械学習、データサイ
エンスなどの分野にわたってシステムレベルの理解向上を目指す
Master of Mobilityの学位プログラムを創設しました141。

デトロイトにおけるAVの重要性

現在

非常に重要

3年後

非常に重要

出典：ESI ThoughtLab（2020年）
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注目の都市

フィンランド：ヘルシンキ
ヘルシンキは、スマートシティムーブメントにおける世界的なリーダー
であり、2035年までに同市がカーボンニュートラルになることを目標
に、MaaSやAV、EVの統合を通じて、交通分野のトレンドセッター
になるべく、包括的なアプローチをとっています。

ヘルシンキはチーフデザインオフィサーを設けた最初の主要都市の
1つです。2016年のHelsinki Lab創設時に、デザインや知識、デジ
タル化、相互作用を都市設計の中心に取り入れるためこの役職を
設けました142。その役割にはAVを都市環境に統合するための分野
横断的な取組みを管理することも含まれます。

同市はイノベーションを推進するために、その他にも重要な方策を
実行しています。市が所有するイノベーション企業Forum Virium 
Helsinkiは、交通革命プロジェクトやオープンデータ、スマート
モビリティに取り組んでいます。ヘルシンキを世界で最も機能的な
スマートシティにするために、企業や大学、その他の公共セクター
組織、住民と協力し、これには750以上の企業と170の研究施設が
関与しています143。また同社はAVだけでなく、無人運航船の開発
もサポートしています。

ヘルシンキはForum Viriumの取組みの一環として、AVのソリュー
ション開発のためにヨーロッパの他の6都市と共同で推進する

開発プログラム、Fabulos（future automated bus urban level 
operation system：将来的なAVバスの都市レベル運行システム）
プロジェクトにも大きく貢献しています。このプロジェクトは既存の
都市公共交通システムと自宅や職場（ラストマイル）を結ぶための
AVミニバス使用に向けて、体系的な概念実証を実施することを
目指したものです144。

規制に関しては、市の交通および道路計画事務局が、異なる都市
部局や交通安全機関、その他の公共機関と密接に連携しています。
フィンランドの規制当局は機動的であるため、同国の規制下では
さまざまな輸送形式における多様なAV走行テストを実施できるよう
になっており、テスト許可の取得や行政機関とのやりとりも容易です。

2016年に行われたヘルシンキ初のAV実証実験では、都市のウォー
ターフロント地区に短いバスルートを設けて実施した後、距離や
稼動時間を変えたいくつかの実験が行われました。2020年4月、
Fabulosプロジェクトで3台のAVがヘルシンキのパシラ駅を含む循環
路線を運行し始めましたが、COVID-19パンデミックに配慮し、当初
は乗客なしで運行されました145。市議会および同地区の交通局HSL
は、このサービスの商業的な実装を目指しています。

ヘルシンキにおけるAVの重要性

現在

ある程度重要

3年後

非常に重要

出典：ESI ThoughtLab（2020年）
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注目の都市

米国：ピッツバーグ
ピッツバーグにとってAVは急成長産業で、同市はこの分野における
多数の有力企業を誘致しています。現在、米国のライドヘイリング
企業Uber、米国のAVベンチャー企業Argo AIやAurora、アイル
ランドのAVテクノロジー専門企業Aptivなどがここに拠点を置いて
おり、カーネギーメロン大学での数十年にわたるAI研究および
ロボット工学研究がその基盤になっています。2019年4月の時点で
この4つの企業と大学が、55台のレベル4 AVでテストを行い、この
活動を通じて同地域に1,300以上の雇用を創出しています146。

2019年3月、ピッツバーグは同市でのAVテストに対する目標と予想
を設定する行政命令を出し、市のモビリティとインフラ部門内にAV
部門を設置しました。AVテストに関与する5つの組織の代表者が
調印式に出席し、ピッツバーグのアプローチの特徴である提携関係
をあらためて強調しました。その原則は、同市とAVテストを行う
事業者間で透明性の高い連絡網を設定すること、AV政策の実装に
関する年次報告書を作成すること、低エミッション車／ゼロエミッ
ション車の占有率を増やすためのAVシステムを推進すること、
低コストで公平な輸送オプションを推進すること、業界リーダー
およびコミュニティ関係者が協力してAVテクノロジーの開発と導入
を推進することなどが規定されています。

同議会はAVが都市をどう変えていくかについても積極的に取り組み
ました。2019年5月、人々へのAVテクノロジーの認知度を高める
資金として、Knight Foundationから41万米ドルを受け取りました。
これはAVテクノロジーやその制約および可能性の周知や、都市政策
を伝達するために同市の議論をまとめる指導者への資金として使わ
れます147。

ピッツバーグはまた、実際に走行するAVを目にすることが人々にどの
ような影響を及ぼすかの例も示しています。同市のサイクリスト支援
グループBikePGHは、2017年と2019年にAVに対する意識調査を
実施しました。直近の調査において、回答者はAVとの共存について
「特に気にとめない」や「特記することはない」などと回答しており、
半分以上の回答者が路上でこのような車両と遭遇したことがあると
述べました。このことは、AVとの共存がごく普通のことで、都市
生活の一部として受け入れられていることを示しています。AVとの
道路の共有については、人が運転する自動車よりも安全であること
や、ケガや死亡事故を減らす可能性があると感じており、回答者の
72%がAVは路上の安全性を大幅または少し改善すると回答しま
した。また70%の回答者がピッツバーグがAVの実験場になることに
賛意を示している一方で、公道でのテストに対し代価を支払って
いない企業は公共交通機関や自転車専用道、歩道、道路の改善の
ために資金を提供するべきだと感じている人もいます148。
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注目の都市

韓国：ソウル
2019年12月、韓国の自動車メーカー Hyundaiは、ソウル市内の
路上でAVテストを開始しました。テスト当初は23の道路で6台の
車両でしたが、2021年までにその車両をすべて水素電気自動車にし、
15台まで増やすことを計画しています。この協定の一環として、0.1
秒おきに各車両に交通データを提供すると同時に、AVテクノロジー
のテスト実施を希望する学校や企業にはそのデータを共有すること
になっています149。

Hyundaiとの協定は他の都市のプロジェクトに基づいています。
2019年6月、ソウル市は西部にあるSangam Digital Media Center
に、世界初の5GコンバージェンスAVテストベッドが完成したと発表
しました。これに伴い、西部地区では通常の路上においてAVが5G
モバイルネットワーキングおよびV2Xテクノロジーを使用できるよう
になります。このAVテストベッドに対する計画は5GとV2X間のコン
バージェンスを推進することで、V2V（車車間）、V2I（路車間）、
V2P（車歩行者間）の通信もこれに含まれます150。

Sangam Digital Media Centerは、地域のベンチャー企業Unmanned 
Solutionsが開発したAV配送ロボットのテストも行っています。
2019年10月に始まった同市出資による1年間の実証実験の中で、
大通りのトラックからサンアムの自動車乗り入れ制限区域にあるレス
トランや店舗に物を運ぶために四輪EVを使用し、他の車両が入れ
ない公園や広場、通りなどの歩行者専用エリアを走行させました151。

2020年5月、ソウル行政府はスマートモビリティプロジェクトの一環
として、サンアムの実際の路上において、AVバス3台、車両4台、
配送ロボット3台の使用を開始しました。これらの車両は非接触
カーシェアリングや自動駐車、通常の車両が入れない場所への配送 
などのために使用される予定です。市民は週6回、3.3km（2マイル） 
の路線を運行するバスへの無料乗車をソウルのTopis交通情報
ウェブサイトを通じて申し込めるようになります。このプロジェクト 
の提携先には、Unmanned Solutions、AVロボット製造会社の
Dogugonggan、ソウルの延世大学が挙げられています152。

ソウルにおけるAVの重要性

現在

非常に重要

3年後

非常に重要

出典：ESI ThoughtLab（2020年）
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ユビキタスへの道
2019年のAVRI第2版では、各国政府がAVへの対応を改善する
ために実行できる方策について、「未来に向けて」という項でまとめ
ました。

現在、多くの国と地域が、AVを可能にするための適切な法律と
規制を整備していますが、インフラ構築、データポリシーおよび
プロトコルの確立、免許や保険に対するポリシーの策定など、
国レベルの実装には引き続き多大な努力が必要です。

AVRI第3版で紹介した最も興味深い発展のほとんどは、地域
レベルで発生したものであり、都市や自治体、州などがこれを
主導しています。タクシーやバスを含む公共交通機関については、
多くの場合国ではなく地域行政府の責任が伴うため、AVのユビ
キタス（偏在する）を実現するには、国だけでなく、地域レベル
でのサポートも必要となります。

国の政府および地域行政府向けの主なインサイト

公共のAVバンおよびバスは、自家用AVと同じくらい重要かも
しれません。既存の公共交通の範囲を拡大すること（ノルウェー
のオスロなど）や、リタイアメントビレッジの住民にオンデマンド
サービスを提供すること（オーストラリア、ニューサウスウェールズ
州交通局管理下のコフスハーバー）、環境への配慮が必要な地域
へ旅行者を運ぶこと（スペインのランサローテ）などを目的に、
多くの地域がAVマイクロバスの利用を優先しています。バリュー
チェーンのあらゆる段階に広範なサプライヤーが存在すること
から、このテクノロジーは成熟しつつあり、結果として地域の
行政府がより迅速にこのようなテクノロジーの実運用に移行できる
ようになっています。

AVを利用することで、地域の輸送を変革させることができます。
COVID-19のパンデミックで、あらゆる種類の交通利用が大幅に
落ち込みましたが、この危機を無駄にしまいとする地域もあり 
ます。歩行者や自転車の通行を促すために一部の道路への自動
車による進入を制限しているカナダのカルガリーや米国のミネア
ポリスとポートランド、広い自転車網のあるドイツのベルリン、
コロンビアのボゴタ、メキシコシティなど、世界中の多くの都市
が道路の再整備を行いました153。パンデミックの結果、都市や
自治体の行政府は、AV（バス等）の利用拡大等、住民に対し
移動手段の変更を推奨するようになりました。また、貨物輸送や、
工業地域、港湾地域、鉱業地域などの閉鎖的環境におけるAV
の利用が拡大するきっかけにもなっています。

AVのセーフティケースはますます強まっています。2018年3月、
アリゾナ州テンピでUberのテスト車両が歩行者を死亡させる
という事故を起こした際、AVの評判は著しく損なわれました。
しかし、2019年6月にウィーンで発生したAVミニバスの事故から
は、有益なインサイトが提供されています。歩行者はヘッドフォン 
を着けた状態で携帯電話を見ていたにもかかわらず、バスがこの
歩行者を検出してからわずか1.6秒で停止したため軽傷で済み、
ウィーンの公共交通機関であるWiener Linienは数日後に試験を
再開しました。どのような輸送手段でもリスクを完全に排除する
ことはできませんが、AVを利用することによって、世界中の
行政府は道路を著しく安全な場所に変えることができます。

地域行政府と国の両方が、AVを普及させるよう注力および支援
する必要があります。都市や自治体、州は必然的にそのエリア
特有の課題と機会に目を向けます。AVRIで上位にある国の多く

は、シンガポール（都市と国家両方の行政府の役割を持つ都市
国家）やオランダなど、都市集中型の国です。デトロイトやピッツ
バーグなどの強力な都市は米連邦政府の関与が少ないにもかか
わらず、大きな成果を上げています。しかし、理想はあくまでも、
中央と地方の行政府が協力してAVに取り組むことであり、国の
政府がそれを可能にする政策を用意し、都市側が有効で革新的
な新サービスを提供することによって公共の受容性を向上させる
ことです。
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28種類の指標について30の国と地域を評価し、「政策と法律」、「テクノロジーとイノベーション」、「イン
フラストラクチャー」、「消費者の受容性」の4つの領域にまとめました。指標のうち4つは、KPMGインター
ナショナルと米国の研究会社ESI ThoughtLabが、メディアの報道、プレスリリース、その他の資料などの
公開情報を利用して評価しています。それ以外の24の指標は、KPMGインターナショナルおよびその他の
組織による既存の調査に基づいており、詳細は以下のとおりです。

4つの領域を構成する変数を組み合わせ、それぞれの領域の合計スコアを計算しています。これらの変数は、
他の指標の半分の重み付けになっている「インフラストラクチャー」領域の「モバイル通信速度」と「ブロー
ドバンド」指標を除き、領域の総合スコアを同等の割合で構成するように重み付けされています。変数に
よって測定単位が異なるため、データは合計する前にミニマックス法によって標準化しています。これは、
最小値を引き、変数の値の範囲で割ることにより、変数を0から1の範囲に変換するものです。これにより
最上位の国は1、最下位の国は0となります。

領域によって変数の数が異なるため、それぞれの領域は最大値が同じになるよう一定の比率をかけてい
ます。このため、それぞれの国と地域の総合スコアの中で、各領域は同じ比重となっています。

ESI ThoughtLabは、Econsult Solutionsとのビジネスベンチャーで、学術
機関と直接繋がりを持つ、有数の経済コンサルタント企業です。法人、金融
機関、政府機関のトップが根本的な変化に対応できるよう支援するため、
革新的な経済分析を提供しています。同社は分析ツールや定性的研究、
専門家の意見を取り入れることで、業界および経済、規制、テクノロジーの
トレンド、またそれらが世界に与える影響について、実用的なインサイトを
提供しています。

https://econsultsolutions.com/
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概要

―  前版同様、この領域全体をシンガポールがリードしており、
7つの指標のうち5つで最高スコアを獲得しています。これに
は、「変化に対する政府の対応性」や、AVRIの新しい指標で
ある「政府の将来の方向性」が含まれ、どちらの指標において
も同国が単独首位になっています。

―  「AV規制」指標では、オーストラリア、フィンランド、シンガ
ポール、オランダの4ヵ国がトップに立っています。「AVを専門
とする機関」では、ハンガリーとシンガポールがトップとなって
います。

―  「政府が出資するAV実証実験」の評価でも、カナダ、チェコ
共和国、シンガポール、韓国、台湾の5つの国と地域がトップ
スコアを獲得しています。

―  2位の英国は、「データ共有環境」指標でリードしています。

手法

この領域は、等しく重み付けされた7つの指標から計算されて
おり、そのうちの1つは2020年版で新たに追加されたもの、もう
1つは同様の指標を置き換えたものです。

「AV規制」、「政府が出資するAV実証実験」、「AVを専門とする
機関」：7つの指標のうち、これら3項目は、メディアの記事、
政府のプレスリリース、政府の規則に基づいて評価しています。

「AV規制」については、AVの利用に支援的な規制を持ち、AVの
試験の時期、場所、方法に対する制約が少ない国を高く評価し、
試験に対する制約が大きい国を低く評価しています。最高スコア

を獲得したのはオーストラリア、フィンランド、シンガポール、
オランダです。スコアが最も低かったのはインド、次いでメキシコ、
ブラジルとなっています。

「政府が出資するAV実証実験」についても同様のアプローチを
とっています。最高スコアを獲得したのはカナダ、チェコ共和国、
シンガポール、韓国、台湾です。スコアが最も低かったのはインド、
次いでブラジルとメキシコとなっています。

「AVを専門とする機関」については、AVに関する責任が多数の
政府機関に分散されている国を低く評価しています。既存の機関
に担当させるという最も一般的なアプローチをとっている場合、
平均的な評価となり、AVまたは輸送のテクノロジーとイノベー
ションを専門とし、単独で責任を負う機関を設置している政府が
最も高いスコアを獲得します。このような集約化は、イノベーター
にとって窓口が1つになるだけでなく、政府が本気で取り組んで
いることを示します。ハンガリーとシンガポールが最高水準と
なっており、スコアが最も低かったのはインド、次いでブラジル
とメキシコとなっています。

「変化に対する政府の対応性」：スコアは、KPMGインターナ
ショナルの「2019 Change Readiness Index」に基づいており154、
これは規制、政府の戦略計画、法規則などを評価した複合指数
です。シンガポールが最高スコアを獲得し、UAEとスウェーデン
がそれに続いており、最低スコアはブラジル、次いてメキシコ、
ハンガリーとなっています。

「政府の将来の方向性」、「異議申立てにおける法制度の効率性」： 
どちらも世界経済フォーラムの2019年版「Global Competitiveness 
Index」によるもので、各国の企業経営者の意見が反映された
ものです155。

「政府の将来の方向性」は、現在発表されていない「立法プロセス
の効率性」指標に置き換わるもので、政策の安定性、変化に対
する政府の反応性、変化に対する法的フレームワークの適用度、
政府の長期的なビジョンなどに対する指標の平均値に基づいて
います。シンガポール、UAE、米国が最高スコアを獲得しており、
イタリア、ブラジル、スペインのスコアが最も低くなっています。

「異議申立てにおける法制度の効率性」に関する指標は、AVメー
カーなどが好ましくない政府のルールに異議申立てができるよう
になっているかを測定するためのものです。これについては、
フィンランド、オランダ、UAEのスコアが最も高く、ハンガリー、
イタリア、ブラジルが最も低くなっています。

「データ共有環境」：この指標は、2019年版でも使用された 
World Wide Web Foundationの2016年版「Open data 
barometer」に基づくもので、最新版AVRIの29ヵ国を網羅して
います156。データの更新はないものの、広く普及していることを
受け、2019年版「Network Readiness Index」指標で使用され
ました157。オープンなデータ共有アプローチをとっている国は、
政府と民間産業の協力によりAV開発を促進できるため、スコア
が高くなっています。台湾は「Open data barometer」に入って
いませんが、Open Knowledge Foundationが実施した2016年の
別の調査では、オープンデータの利用において、94の国と地域
でトップとなっていました158。この事実を反映させるため、Open 
Knowledge Foundationで台湾に最も近い位置にあるオースト
ラリア、英国、フランスの平均スコアを台湾に与えた結果、英国、
カナダ、台湾が最高ランクを獲得し、中国、ハンガリー、UAE
が最も低くなっています。
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領域1のスコア：政策と法律
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国または地域 AV規制 政府が出資する
AV実証実験

AVを専門とする
機関

政府の将来の
方向性

異議申立てに
おける法制度の
効率性

変化に対する
政府の対応性

データ共有環境 領域1のスコア
（未調整）

1 シンガポール 1.000 1.000 1.000 1.000 0.673 1.000 0.411 6.084

2 英国 0.929 0.857 0.857 0.534 0.668 0.780 1.000 5.626

3 オランダ 1.000 0.929 0.714 0.639 0.825 0.780 0.688 5.576

4 フィンランド 1.000 0.857 0.714 0.718 1.000 0.780 0.451 5.521

5 ニュージーランド 0.929 0.714 0.929 0.573 0.792 0.829 0.743 5.509

6 米国 0.857 0.929 0.714 0.763 0.792 0.634 0.771 5.461

7 ドイツ 0.786 0.857 0.857 0.604 0.747 0.829 0.621 5.301

8 アラブ首長国連邦 0.857 0.714 0.929 0.880 0.865 0.951 0.081 5.278

9 カナダ 0.786 1.000 0.714 0.502 0.614 0.756 0.870 5.242

10 ノルウェー 0.929 0.857 0.643 0.575 0.629 0.854 0.674 5.161

11 オーストリア 0.857 0.857 0.929 0.502 0.568 0.610 0.629 4.952

12 デンマーク 0.714 0.643 0.857 0.589 0.666 0.829 0.633 4.931

13 台湾 0.857 1.000 0.786 0.334 0.425 0.659 0.860 4.920

14 フランス 0.786 0.857 0.714 0.481 0.615 0.585 0.815 4.854

15 スウェーデン 0.714 0.714 0.714 0.564 0.624 0.878 0.625 4.834

16 韓国 0.857 1.000 0.857 0.488 0.346 0.463 0.766 4.777

17 オーストラリア 1.000 0.571 0.714 0.409 0.516 0.707 0.765 4.683

18 日本 0.571 0.857 0.571 0.505 0.642 0.659 0.691 4.496

19 イスラエル 0.714 0.786 0.643 0.532 0.603 0.488 0.331 4.097

20 ベルギー 0.929 0.714 0.714 0.271 0.565 0.512 0.319 4.024

21 中国 0.786 0.929 0.643 0.490 0.535 0.561 0.000 3.944

22 チェコ共和国 0.857 1.000 0.714 0.186 0.222 0.512 0.309 3.800

23 スペイン 0.857 0.571 0.714 0.163 0.322 0.317 0.668 3.614

24 チリ 0.429 0.571 0.429 0.435 0.435 0.439 0.346 3.083

25 ハンガリー 0.643 0.857 1.000 0.266 0.000 0.244 0.046 3.056

26 ロシア 0.571 0.286 0.857 0.367 0.240 0.293 0.360 2.973

27 イタリア 0.857 0.643 0.643 0.000 0.056 0.293 0.452 2.943

28 インド 0.000 0.000 0.000 0.536 0.514 0.341 0.288 1.679

29 メキシコ 0.143 0.143 0.143 0.168 0.194 0.098 0.670 1.557

30 ブラジル 0.286 0.143 0.143 0.011 0.119 0.000 0.488 1.190

付録：結果と手法

「政策と法律」領域のスコア、変数別明細
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概要

―  前回のAVRI同様、イスラエルが「AV技術会社の本社」、「AV
関連企業の産業投資」で最高スコアを獲得（いずれも人口に
応じて調整済み）し、この領域をリードしています。

―  前回3位だった米国は2位になっています。「産業提携」と
新しい指標である「クラウドコンピューティング、AI、IoTの
評価」指標でトップになっています。

―  「AV関連特許」では、前版同様、日本が絶対数と人口調整済
みの数の両方でリードしています（AVRIでは後者の数値を
利用）。

―  新しい指標である「サイバーセキュリティ」では英国がリード
しており、「最新技術の利用可能性」ではフィンランド、「イノ
ベーションの能力」ではドイツが米国に代わってトップになって
います。

―  「電気自動車の市場シェア」は、EVの市場シェアが圧倒的に
高く、ほとんどのAVが電動になると予想されるノルウェーが
群を抜いています。

手法

この領域は、2019年のAVRIより2項目多い9項目を等しく重み
付けして計算されています。新しい変数として、「サイバーセキュリ
ティ」と「クラウドコンピューティング、AI、IoTの評価」が追加
されています。

「産業提携」：この指標は、7を最高点として算定されたもので、
地域と世界のメディアによるニュース記事、コンサルティング会社
の調査、AV業界の専門家のブログに基づいて評価されています。

AV技術の進化の速さと破壊的な性質から、自動車メーカーと 
技術サプライヤーとの提携は必須であり、最近は多くの提携関係
が結ばれています。企業が多数の提携関係を確立している国に
高いスコアを付けています。カナダ、中国、ドイツ、韓国、米国 
はいずれも最高スコアを獲得しており、スコアが最も低いメキシコ
に、ブラジルとインドが続いています。

「AV技術会社の本社」：Topio Networks159とCrunchbase Pro160

が公表しているAV関連技術会社のリストを基に、前回のAVRI
以降に設立された企業データを加えて更新したものです。本社
の数は米国が420社と最多で、イスラエルが84社、英国が72社
と続きます。この指数は各国の人口に応じて調整した数値を使用
しているため、イスラエルが群を抜いてトップとなり、メキシコ、
ブラジル、インドが最も低くなっています。

「AV関連特許」：この指標は、2019年末までに取得または出願
されたすべてのAV関連特許数に関するPatSeerのデータ161を
使用しています。特許出願数は日本が最多で8,037件、米国が
5,995件、ドイツが4,291件です。数値は各国の人口に応じて調整
されており、日本、韓国、ドイツが最高スコアになっています。
一方で、UAEは特許出願がありませんでした。

「AV関連企業の産業投資」：Topio NetworksとCrunchbase Pro
によるAV関連投資のリストを使用したこの指標は、投資先では
なく投資主体の国に基づいて算定されています。

この数値も人口に応じて調整されており、1人当たりの投資額が
群を抜いて多いのはイスラエルで、米国とドイツがこれに続きます。
8ヵ国は産業投資がないため、最低スコアになっています。

「最新技術の利用可能性」：Portulans Instituteの「2019 Network 
Readiness Index」で発表された、2016～17年の世界経済フォー

ラムにおける企業経営者の意見に基づいています162。これによる
と、「最新技術の利用可能性」では、最高スコアのフィンランドに
ノルウェー、イスラエルが続き、反対にロシア、中国、ブラジル
が最も低くなっています。

「イノベーションの能力」：世界経済フォーラムの「Global 
Competitiveness Index」2019年版と同名の指標を使用しており、
各国の企業経営者の意見が反映されています。ドイツが最高評価
で、米国と台湾がそれに続き、チリ、メキシコ、ハンガリーが
下位になっています。

「サイバーセキュリティ」：この指標は今回新しく取り入れられた
指標で、2018年に発表された国際電気通信連合（ITU）の
「Global Cybersecurity Index」を基にしています163。この評価は
ITUのメンバーの調査に基づくもので、英国が最高位、米国と
フランスがそれに続いています。一方、チリが最下位で、チェコ
共和国とブラジルがそれに続きます。

「クラウドコンピューティング、AI、IoTの評価」：この新しい指標 
は中国の通信会社Huaweiが発表した「2019 Global Connectivity 
Index」内の4つの「技術実現化要因（technology enabler）」指標
のうち、3つの指標の平均値から算出したものです164。この指標
にはイスラエルと台湾のデータが含まれていないため、この2ヵ国
については世界経済フォーラムの「イノベーションの能力」指標で、
ランキングの前後に位置する国（各2ヵ国）の数値に基づいて
スコアを付けています。イスラエルのスコアはオーストリア、ベル
ギー、カナダ、シンガポールの平均値で、台湾のスコアはドイツ、
韓国、スウェーデン、米国の平均値です。最高スコアを獲得して
いるのは米国で、スウェーデンとデンマークがそれに続き、反対
に最低スコアになっているのはインド、ロシア、ハンガリーです。

テクノロジーとイノベーション
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「電気自動車の市場シェア」：この指標はスウェーデンのデータ・
コンサルティング企業EV-Volumes.com165による、完全バッテリー
式乗用車またはプラグインハイブリッド乗用車の2019年市場
シェアに関するデータを使用しています。AVのほとんどが電気で

動くとみられるため、各国は「電気自動車の市場シェア」の規模に
基づいて順位付けされています。シンガポールとUAEについては 
データがないため、他28の国と地域の平均値が使用されてい
ます。最も順位が高いのはノルウェーで、2019年に導入された

乗用車の56%がバッテリー式またはプラグインハイブリッド車に
なっており、これに続くのが15%のオランダ、11%のスウェー
デンです。市場シェアが最も低いのはインドで、ブラジルとロシア
がこれに続きます。

領域2のスコア：テクノロジーとイノベーション
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序文 概要 マイルストーン 各国の状況 注目の都市 ユビキタスへの道 付録：結果と手法 連絡先

国または地域 産業提携 AV技術会社の
本社

AV関連
特許

AV関連企業
の産業投資

最新技術の
利用可能性

イノベー
ションの
能力

サイバー
セキュリティ

クラウドコン
ピューティング、
AI、IoTの評価

電気自動車の
市場シェア

領域2のスコア
（未調整）

1 イスラエル 0.750 1.000 0.052 1.000 0.946 0.716 0.679 0.551 0.029 5.722

2 米国 1.000 0.122 0.298 0.370 0.931 0.939 0.989 1.000 0.033 5.681

3 日本 0.917 0.022 1.000 0.055 0.843 0.808 0.889 0.707 0.017 5.258

4 ドイツ 1.000 0.078 0.849 0.124 0.751 1.000 0.822 0.574 0.052 5.250

5 ノルウェー 0.917 0.053 0.012 0.000 0.971 0.576 0.915 0.764 1.000 5.209

6 スウェーデン 0.833 0.203 0.352 0.051 0.937 0.826 0.737 0.805 0.201 4.946

7 韓国 1.000 0.026 0.856 0.023 0.633 0.826 0.874 0.551 0.043 4.832

8 フィンランド 0.833 0.171 0.017 0.035 1.000 0.752 0.837 0.705 0.123 4.475

9 英国 0.833 0.104 0.113 0.011 0.855 0.806 1.000 0.676 0.057 4.456

10 オランダ 0.667 0.066 0.032 0.103 0.907 0.763 0.900 0.701 0.265 4.403

11 シンガポール 0.833 0.133 0.020 0.004 0.771 0.738 0.928 0.717 0.085 4.230

12 フランス 0.833 0.043 0.116 0.029 0.735 0.783 0.972 0.567 0.049 4.127

13 カナダ 1.000 0.085 0.012 0.073 0.782 0.711 0.915 0.488 0.047 4.114

14 台湾 0.833 0.007 0.094 0.000 0.551 0.851 0.856 0.736 0.018 3.946

15 デンマーク 0.667 0.015 0.011 0.000 0.740 0.761 0.829 0.800 0.074 3.896

16 オーストリア 0.667 0.087 0.036 0.044 0.685 0.722 0.772 0.450 0.065 3.527

17 オーストラリア 0.500 0.034 0.045 0.007 0.576 0.609 0.911 0.545 0.020 3.248

18 ベルギー 0.417 0.032 0.007 0.001 0.808 0.652 0.746 0.521 0.057 3.242

19 ニュージーランド 0.667 0.019 0.010 0.000 0.743 0.409 0.692 0.567 0.048 3.155

20 中国 1.000 0.002 0.045 0.014 0.023 0.503 0.777 0.446 0.103 2.913

21 イタリア 0.833 0.008 0.012 0.000 0.330 0.519 0.796 0.360 0.016 2.875

22 アラブ首長国連邦 0.833 0.008 0.000 0.005 0.787 0.221 0.731 0.193 0.085 2.864

23 スペイン 0.500 0.015 0.013 0.000 0.462 0.492 0.924 0.338 0.025 2.769

24 ハンガリー 0.667 0.037 0.006 0.026 0.371 0.111 0.742 0.103 0.033 2.095

25 チェコ共和国 0.583 0.007 0.008 0.000 0.543 0.325 0.215 0.335 0.009 2.025

26 ロシア 0.333 0.004 0.007 0.001 0.000 0.235 0.794 0.058 0.001 1.432

27 チリ 0.333 0.004 0.001 0.000 0.554 0.000 0.000 0.190 0.001 1.084

28 インド 0.167 0.001 0.001 0.000 0.122 0.190 0.540 0.000 0.000 1.020

29 メキシコ 0.000 0.000 0.001 0.000 0.269 0.025 0.345 0.122 0.001 0.763

30 ブラジル 0.167 0.001 0.001 0.000 0.046 0.144 0.232 0.144 0.001 0.736

付録：結果と手法

「テクノロジーとイノベーション」領域のスコア、変数別明細
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概要

―  この領域では、「EV充電ステーションの密度」（今回は道路網
の規模ではなく人口に応じて調整した値）が最も多く、「道路
の質」で1位のシンガポールに迫り、他の指標でも一貫して
高いスコアを獲得しているオランダがリードしています。

―  2位の韓国が、「4G通信エリア」をリードしています。2019年
のAVRIと同じように、UAEが「技術インフラの変化への対応
性」でリードしています。

―  シンガポールとオーストラリアが「ブロードバンド」において
同率1位、UAEが「モバイル通信速度」で最高スコアを獲得
しています。この2つの指標は他の指標の半分の重み付けに
なっていますが、これはAV開発に対するデジタルインフラの
重要性を考慮して含まれています。

手法

この領域は、2019年の指数より1項目少ない、6つの項目から計算
されています。ただし「モバイル通信速度」と「ブロードバンド」は、
その他4項目の半分の重み付けになっています。

「EV充電ステーションの密度」：18ヵ国のデータは国際エネル
ギー機関の「Global EV Outlook 2019」166によるものですが、他の
国の情報はEuropean Alternative Fuels Observatory167および
国別のデータソースから収集しています。充電ステーションの数
は、人口に応じて調整しています（前版における舗装道路の長さ

に応じた調整から変更）。AVのほとんどはEVであると予想される
ため、普及のためには充電ステーションの利用のしやすさが必要
であり、1人当たりの充電ステーションの数が多い国が高スコア
となっています。スコアが最も高い国は、1,000人当たりの充電
ステーション数が3基のオランダで、これに続くのが2.4基のノル
ウェーです。他の国はすべて1,000人当たり1基未満です。ステー
ション数が最も少ないのは、ブラジル、インド、ロシアです。

「4G通信エリア」：調査会社のOpenSignalが2019年5月に発表
したデータに基づくこの指標は、AVにはモバイルデータネット
ワークに広くアクセスできることが重要であるために含まれてい
ます168。台湾のデータは得られなかったため、他の29ヵ国の平均
点を与えています。4G通信エリアの広さでは韓国が最高水準と
なり、これに続くのが日本とノルウェーです。最低水準となって
いるのはイスラエルで、その次がブラジルとロシアです。

「道路の質」：世界経済フォーラムの「Global Competiveness 
Report」による指標で、各国の企業経営者が評価しています169。
AVは道路の質が高いほど適切に機能し、質の高い道路がないと
AVの普及は制限されます。この指標で最も道路状況が良いのは
シンガポールで、オランダと日本がそれに続いており、最も悪い
のがブラジル、ロシア、チェコ共和国となっています。

「技術インフラの変化への対応性」：スコアはKPMGインターナ
ショナルの「2019 Change Readiness Index」に基づいてい
ます170。これはさまざまな指標を使ってその国の技術インフラの
質を測定したもので、AVの利用をサポートするもう1つの技術

インフラの指標となります。台湾のデータは得られなかったため、 
他の29ヵ国の平均点を与えています。この指標ではUAEがトップ
で、オーストリアとシンガポールが続き、インド、メキシコ、中国
のスコアが最も低くなっています。

「モバイル通信速度」：この新しい指標は、米国のネットワーク
テスト企業Ooklaが、2020年3月にSpeedtestサービスの一環
として発表した「モバイル通信速度」データを基にしています171。
この指標によると、UAE、韓国、カナダの順に最も高速なインター
ネットサービスを持っており、インド、チリ、ロシアが最も遅く
なっています。この指標は半分の重み付けになっています。

「ブロードバンド」：この指標も今回新しく導入されたもので、
中国の通信会社Huaweiが発表した「2019 Global Connectivity 
Index」内の「ブロードバンド技術実現化要因」指標を使用して
います172。この指標には、イスラエルと台湾のデータが含まれて
いなかったため、この2ヵ国については世界経済フォーラムの
「イノベーションの能力」指標で、前後に位置している国（各2ヵ国）
の数値に基づいてスコアを付けています（「テクノロジー」の「手法」
を参照）。イスラエルのスコアはオーストリア、ベルギー、カナダ、
シンガポールの平均値で、台湾のスコアはドイツ、韓国、スウェー
デン、米国の平均値です。最高スコアを獲得しているのはオース
トラリアとシンガポールで、反対に最低スコアになっているのは
インド、それに続いて中国、メキシコです。この指標は「モバイル
通信速度」同様、半分の重み付けになっています。

インフラストラクチャー
© 2021 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
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国または地域 EV充電
ステーションの密度

4G通信エリア 道路の質 技術インフラの
変化への対応性

モバイル通信速度
（0.5の重み付け）

ブロードバンド
（0.5の重み付け）

領域3のスコア
（未調整）

1 オランダ 1.000 0.832 0.993 0.622 0.755 0.792 4.221

2 韓国 0.060 1.000 0.838 0.689 0.959 0.917 3.525

3 ノルウェー 0.808 0.929 0.448 0.467 0.728 0.958 3.495

4 アラブ首長国連邦 0.010 0.636 0.869 1.000 1.000 0.833 3.431

5 シンガポール 0.095 0.739 1.000 0.756 0.578 1.000 3.379

6 日本 0.078 0.957 0.894 0.689 0.272 0.958 3.233

7 オーストリア 0.166 0.611 0.871 0.844 0.498 0.708 3.095

8 スウェーデン 0.290 0.771 0.669 0.578 0.473 0.958 3.023

9 米国 0.070 0.839 0.714 0.600 0.393 0.917 2.878

10 デンマーク 0.158 0.682 0.744 0.556 0.491 0.875 2.823

11 フィンランド 0.068 0.714 0.653 0.644 0.483 0.833 2.738

12 オーストラリア 0.010 0.743 0.557 0.578 0.693 1.000 2.735

13 カナダ 0.074 0.689 0.587 0.378 0.788 0.917 2.580

14 台湾 0.024 0.588 0.754 0.533 0.453 0.865 2.558

15 スペイン 0.062 0.639 0.782 0.533 0.327 0.750 2.555

16 英国 0.141 0.543 0.538 0.689 0.313 0.750 2.442

17 フランス 0.150 0.364 0.704 0.533 0.467 0.792 2.381

18 ベルギー 0.192 0.746 0.399 0.333 0.516 0.708 2.283

19 ドイツ 0.165 0.264 0.666 0.600 0.328 0.667 2.192

20 ニュージーランド 0.021 0.250 0.420 0.711 0.522 0.917 2.121

21 ハンガリー 0.023 0.782 0.293 0.333 0.433 0.542 1.919

22 中国 0.079 0.581 0.456 0.267 0.751 0.250 1.884

23 イタリア 0.024 0.339 0.406 0.622 0.318 0.625 1.863

24 チェコ共和国 0.033 0.754 0.261 0.289 0.496 0.542 1.856

25 イスラエル 0.108 0.000 0.537 0.578 0.146 0.833 1.712

26 チリ 0.002 0.257 0.638 0.422 0.117 0.542 1.648

27 ロシア 0.001 0.157 0.136 0.622 0.117 0.625 1.287

28 メキシコ 0.007 0.368 0.434 0.200 0.218 0.333 1.284

29 インド 0.000 0.764 0.437 0.000 0.000 0.000 1.202

30 ブラジル 0.001 0.089 0.000 0.311 0.171 0.417 0.695

付録：結果と手法

「インフラストラクチャー」領域のスコア、変数別明細
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概要

―  AVRIの過去の版同様、シンガポールがこの領域をリードして
います。これは、全人口がAVテストエリアに居住している上、
他のほとんどの指標でも同国が好成績を収めていることが
理由です。

―  フィンランドは前回の5位から2位に躍進しており、「オンラ
イン・ライドヘイリング市場の普及率」と「デジタルスキル」の
指標でトップになっています。

―  韓国は「消費者のICT利用」、UAEは「個人の対応性」指標で
トップです。

手法

この領域は、2019年より1項目多い6つの項目を等しく重み付け
して計算されています。前版で使用されていた調査に基づく指標
は削除されましたが、「デジタルスキル」と「個人の対応性」の2つ
の新しい指標が追加されています。

「テストエリアの居住人口」：この指標は、Bloomberg 
PhilanthropiesとAspen Instituteが収集したAV実験を行っている
都市のデータを利用しています173。次に、McKinsey Global 
InstituteのUrban Worldアプリによる都市の人口に基づき、テス
トエリアに居住する人口の割合を計算しています174。道路上で
AVを見かける機会が多いほど、AVが利用可能になった際に、
よりスムーズにAVを利用することができると見込まれることから、

AVの実証実験を行っている都市に居住する人口の割合が多い国
が高いスコアを獲得します。この割合が最も高い国は、シンガ
ポール、オランダ、デンマークです。この指標に含まれる国のうち、
9ヵ国には、現在テストエリアはありません。

「社会における技術利用度合い」：このスコアは、KPMGインター
ナショナルの「2019 Change Readiness Index」にある「人々
および社会における技術利用度合い」指標に基づいています175。
消費者技術の利用状況が、消費者がAVを受け入れる可能性を
示す目安になるため、この指標が組み込まれています。上位の
国はスウェーデン、米国、フィンランドで、下位の国はブラジル、
メキシコ、ハンガリーです。

「消費者のICT利用」と「デジタルスキル」：どちらの指標も、世界 
経済フォーラムの「Global Competiveness Report」に基づいて 
います176。「消費者のICT利用」には、携帯電話およびブロード
バンドの契約状況やブロードバンドおよび光ファイバーインター
ネットの契約状況、インターネットユーザー数が含まれます。この
指標の上位国は韓国、UAE、スウェーデンで、最下位はインド、
これに続くのがメキシコとブラジルです。

労働力人口に占める「デジタルスキル」の指標は、今回新しく追加
されたものですが、前述のフォーラムで集められた企業経営者の
意見に基づいています。上位の国は、フィンランド、スウェーデン、
オランダで、ブラジルが最も低く、それに続くのがメキシコとハン
ガリーです。

「個人の対応性」：Portulans Instituteの「2019 Network 
Readiness Index」の「個人（individuals）」サブ領域に基づく
新しい指標です177。この指標では、国際電気通信連合（ITU）
による、インターネットユーザーおよびモバイルブロードバンド
契約状況に関するデータやWe are SocialとHootsuiteによる実際
のソーシャルメディアユーザーのデータ、ユネスコによる第三次
教育進学率、成人識字率、ICTスキルを持つ若者と成人の比率
などのデータ（すべて2018年のもの）を使用しています。この指標
では、UAEが1位で、台湾とデンマークがそれに続いています。
最下位はインドで、ハンガリーとブラジルがそれに続きます。

「オンライン・ライドヘイリング市場の普及率」：各国でライド
ヘイリングサービスを利用したことがある人の割合に関する、
ドイツの調査会社Statistaのデータを使用した指標で、各国の
代表的な調査に基づいています178。このようなサービスを使った
ことがある人の割合が最も高いのはフィンランド、中国、シンガ
ポールで、最も低いのはイタリアと日本です。

消費者の受容性
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国または地域 テストエリアの
居住人口

社会における
技術利用度合い

消費者のICT利用 デジタルスキル 個人の対応性 オンライン・ライド
ヘイリング市場の
普及率

領域4のスコア
（未調整）

1 シンガポール 1.000 0.514 0.906 0.910 0.715 0.828 4.873

2 フィンランド 0.364 0.886 0.796 1.000 0.673 1.000 4.718

3 スウェーデン 0.353 1.000 0.918 0.941 0.641 0.524 4.377

4 アラブ首長国連邦 0.210 0.543 0.985 0.814 1.000 0.719 4.271

5 ノルウェー 0.342 0.857 0.840 0.805 0.705 0.528 4.078

6 米国 0.324 0.914 0.695 0.818 0.636 0.682 4.069

7 オランダ 0.811 0.814 0.728 0.926 0.624 0.131 4.034

8 デンマーク 0.574 0.729 0.843 0.849 0.734 0.199 3.927

9 オーストラリア 0.365 0.786 0.684 0.705 0.719 0.412 3.670

10 韓国 0.216 0.514 1.000 0.694 0.690 0.483 3.597

11 イスラエル 0.562 0.643 0.585 0.880 0.472 0.412 3.553

12 英国 0.305 0.714 0.674 0.674 0.541 0.607 3.515

13 カナダ 0.477 0.729 0.629 0.724 0.444 0.453 3.457

14 ニュージーランド 0.342 0.757 0.751 0.672 0.583 0.315 3.420

15 台湾 0.465 0.171 0.827 0.748 0.749 0.435 3.396

16 中国 0.043 0.571 0.764 0.573 0.419 0.993 3.364

17 スペイン 0.000 0.329 0.759 0.457 0.676 0.539 2.761

18 日本 0.302 0.286 0.891 0.490 0.709 0.000 2.678

19 フランス 0.284 0.386 0.685 0.512 0.407 0.348 2.622

20 ロシア 0.000 0.329 0.740 0.678 0.394 0.442 2.583

21 ドイツ 0.096 0.529 0.624 0.722 0.483 0.127 2.581

22 チェコ共和国 0.000 0.500 0.598 0.617 0.364 0.416 2.494

23 ベルギー 0.000 0.657 0.575 0.635 0.485 0.116 2.468

24 オーストリア 0.000 0.457 0.552 0.617 0.504 0.333 2.463

25 チリ 0.000 0.257 0.511 0.429 0.612 0.367 2.176

26 イタリア 0.125 0.271 0.534 0.396 0.464 0.000 1.790

27 メキシコ 0.000 0.100 0.377 0.245 0.375 0.464 1.561

28 ハンガリー 0.000 0.114 0.529 0.322 0.221 0.266 1.451

29 ブラジル 0.104 0.000 0.428 0.000 0.306 0.476 1.314

30 インド 0.000 0.157 0.000 0.490 0.000 0.427 1.074
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